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Ⅰ 調査の概要 

 

1 調査の目的 

県内におけるひとり親家庭等の生活実態及び福祉に対するニーズを把握し、ひとり親家庭等

の福祉の増進と自立促進を図るための基礎資料を得ることを目的する。 

 

２ 調査の対象等 

  県内に居住する次に掲げる世帯 

（１） 母子世帯・父子世帯・養育者世帯 

令和６年６月 30 日時点において児童扶養手当を受給している者 

（２） 寡婦 

65 歳(令和６年６月 30 日現在)未満の配偶者のいない女子で、かつて母子世帯としてこど

もを扶養していた者 

 

３ 調査事項 

（１）世帯、調査対象者の状況 

（２）就労、所得、生活の状況 

（３）こどもの状況 

（４）福祉制度の利用状況 

（５）自由意見 

 

４ 調査の実施方法 

（１）調査方法 

   インターネットによるウェブ調査 

（２）標本数 

      2,000 世帯 

   （母子世帯 1,516 世帯、父子世帯 424 世帯、養育者世帯 40 世帯、寡婦 20 世帯） 

（３）抽出方法・抽出率 

① 母子世帯・父子世帯は、令和６年６月 30 日時点で児童扶養手当を受給している者から無

作為抽出した。 

② 養育者世帯は、令和６年６月 30 日時点で児童扶養手当を受給している者全数とした。 

③ 寡婦は、公益財団法人青森県母子寡婦福祉連合会会員の 65 歳未満の寡婦とした。 

④ 抽出率(※)  母子世帯：13.4% 父子世帯：48.3% 養育者世帯：100% 寡婦：100% 

（４）調査期間 

   令和６年９月 10 日～令和６年９月 30 日 
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５ 回収の結果 

 

 

 

 

 

 

 

６ 注意事項 

（１）養育者世帯及び寡婦の調査結果については、回答数が少ないため参考値として集計した。 

（２）集計データは小数点第 3 位を四捨五入しているため、回答比率の合計は必ずしも 100％にな

らないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  調査対象世帯 抽出率 票本数 有効回答数 回答率 

母子世帯 11,285 13.4% 1,516 465 30.7% 

父子世帯 878 48.3% 424 85 20.0% 

養育者世帯 40 100% 40 3 7.5% 

寡婦 20  20 14 70.0% 

  12,223   2,000 567 28.4% 
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Ⅱ 調査結果 

１ 母子世帯 

（１） 世帯の状況 

① 調査対象者の年齢  

「40～49歳以下」が241 世帯（51.8%）で最も多く、次いで「30～39歳以下」が143世帯

（30.8%）、「50～59歳以下」が56 世帯（12.0%）となっている。 

図１ 調査対象者の年齢 

 

 

② 世帯の人数  

一世帯当たりの平均世帯人数は2.79人となっている。 

「2人世帯」が173世帯（37.2%）で最も多く、次いで「3人世帯」が151世帯（32.5%）とな

っており、3人以下の世帯が全体の78.3%を占めている。 

図２ 世帯の人数 

 

 

0.0%

4.9%

30.8%

51.8%

12.0%

0.2%

0.0%

0.0%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

19歳以下

20～29歳以下

30～39歳以下

40～49歳以下

50～59歳以下

60～64歳以下

65～69歳以下

70歳以上

無効・無回答

n = 465

総数 19歳以下
20～29歳

以下

30～39歳

以下

40～49歳

以下

50～59歳

以下

60～64歳

以下

65～69歳

以下
70歳以上

無効・

無回答

母子世帯 465 0 23 143 241 56 1 0 0 1

（構成比） 100.0% 0.0% 4.9% 30.8% 51.8% 12.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2%

8.6%

37.2%

32.5%

13.5%

5.8%

1.7%

0.4%

0.0%

0.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人以上

無効・無回答

n = 465

総数 平均 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人以上
無効・

無回答

母子世帯 465 2.79 40 173 151 63 27 8 2 0 1 0

（構成比） 100.0% 8.6% 37.2% 32.5% 13.5% 5.8% 1.7% 0.4% 0.0% 0.2% 0.0%
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③ 世帯の構成 

「本人とこどものみ」が351世帯（75.5%）で最も多く、次いで「本人とこどもと父（母）

のみ」が63世帯（13.5％）となっている。 

図３ 世帯の構成 

 

 

 

④ 家事の処理 

「本人」が352世帯（75.7%）で最も多く、次いで「家族で協力」が107世帯（23.0%）となっ

ている。 

図４ 家事の処理 

 

 

75.5%

13.5%

0.4%

0.0%

10.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

本人とこども

のみ

本人とこども

と父（母）のみ

本人のみ

本人と父（母）のみ

その他

無効・無回答

n = 465

総数
本人とこども

のみ

本人とこども

と父（母）のみ
本人のみ 本人と父（母）のみ その他 無効・無回答

母子世帯 465 351 63 2 0 49 0

（構成比） 100.0% 75.5% 13.5% 0.4% 0.0% 10.5% 0.0%

75.7%

23.0%

0.2%

0.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

本人

家族で協力

親戚

こども

家政婦

その他

無効・無回答

n=465

総数 本人 家族で協力 親戚 こども 家政婦 その他
無効・

無回答

母子世帯 465 352 107 1 0 0 5 0

（構成比） 100.0% 75.7% 23.0% 0.2% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0%
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⑤ 住宅の状況 

「民間アパート（借家）」が177世帯（38.1%）で最も多く、次いで「持家（その他）」が

159世帯（34.2％）、「持家（本人名義）」が68世帯（14.6％）となっている。 

公営住宅の入居は「希望しない」が316世帯（77.1％）となっている。 

図５ 住宅の状況 

 

 

 

図５－２ 公営住宅の希望の有無 

 

 

38.1%

34.2%

14.6%

11.8%

0.6%

0.0%

0.4%

0.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

民間アパート（借家）

持家（その他）

持家（本人名義）

公営住宅

社宅

母子生活支援施設

その他

無効・無回答

n=465

総数
民間アパート

（借家）

持家

（その他）

持家

（本人名義）
公営住宅 社宅

母子生活

支援施設
その他

無効・

無回答

母子世帯 465 177 159 68 55 3 0 2 1

（構成比） 100.0% 38.1% 34.2% 14.6% 11.8% 0.6% 0.0% 0.4% 0.2%

77.1%

13.7%

9.0%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

希望しない

希望する

（応募した経験なし）

希望する

（応募した経験あり）

無効・無回答

n=410

総数 希望しない
希望する

（応募した経験なし）

希望する

（応募した経験あり）
無効・無回答

母子世帯 410 316 56 37 1

（構成比） 100.0% 77.1% 13.7% 9.0% 0.2%
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⑥ 主たる生計維持の方法 

「本人の就労収入」が417世帯（89.7%）で最も多く、次いで「年金・児童扶養手当等」が

16世帯（3.4%）、「生活保護」が12世帯（2.6%）となっている。 

図６ 主たる生計維持の方法  

 

 
 

⑦ 過去一年間の健康状態 

「（風邪以外で）通院あり」が284世帯（61.1%）で最も多く、次いで「入院も通院もな

し」が155世帯（33.3％）、「（風邪以外で）入院あり」が 26世帯（5.6%）となっている。 

図７ 健康状態 

 

 

89.7%

3.4%

2.6%

2.2%

0.0%

0.0%

2.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人の就労収入

年金・児童扶養手当等

生活保護

世帯員の就労収入

仕送り

財産収入

その他

無効・無回答

n=465

総数
本人の

就労収入

年金・児童扶

養手当等
生活保護

世帯員の

就労収入
仕送り 財産収入 その他

無効・

無回答

母子世帯 465 417 16 12 10 0 0 10 0

（構成比） 100.0% 89.7% 3.4% 2.6% 2.2% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0%

61.1%

33.3%

5.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

（風邪以外で）通院あり

入院も通院もなし

（風邪以外で）入院あり

無効・無回答

n=465

総数
（風邪以外で）

通院あり
入院も通院もなし

（風邪以外で）

入院あり
無効・無回答

母子世帯 465 284 155 26 0

（構成比） 100.0% 61.1% 33.3% 5.6% 0.0%
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（２） ひとり親になった時の状況 

① 母子世帯となってからの期間  

「10 年以上」が172世帯（37.0%）で最も多く、次いで「5 年以上10 年未満」が163世帯

（35.1%）、「3年以上5年未満」が74世帯（15.9%）となっている。 

図８ 母子世帯となってからの期間 

 

 

② 母子世帯となった理由  

「離婚」が413世帯（88.8%）で最も多く次いで「未婚」が44世帯（9.5%）、「遺棄・行方

不明」・「その他の死亡」が各2世帯（0.4％）となっている。 

図９ 母子世帯となった理由  

 

 

 

2.8%

4.5%

4.7%

15.9%

35.1%

37.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

1年未満

1年以上2年未満

2年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上

無効・無回答

n=465

総数 1年未満
1年以上

2年未満

2年以上

3年未満

3年以上

5年未満

5年以上

10年未満
10年以上

無効・

無回答

母子世帯 465 13 21 22 74 163 172 0

（構成比） 100.0% 2.8% 4.5% 4.7% 15.9% 35.1% 37.0% 0.0%

88.8%

9.5%

0.4%

0.4%

0.2%

0.0%

0.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

離婚

未婚

遺棄・行方不明

その他の死亡

病死

交通事故死

その他

無効・無回答

n=465

総数 離婚 未婚
遺棄・

行方不明

その他

の死亡
病死

交通

事故死
その他

無効・

無回答

母子世帯 465 413 44 2 2 1 0 3 0

（構成比） 100.0% 88.8% 9.5% 0.4% 0.4% 0.2% 0.0% 0.6% 0.0%
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③ こどもの養育費の状況  

「取り決めをしていない」が236世帯（57.1%）、「取り決めをしている」が177世帯

（42.9%）となっている。取り決めをした世帯では、「現在受けている」が115世帯（27.9%）と

なっている。 

養育費の月額は「1～2万円未満」が34世帯（23.6%）で最も多く、次いで「2～3万円未満」が

33世帯（22.9%）となっている。 

図10 こどもの養育費の取り決め・受給の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在受け

ている

27.9%

受けたこ

とがない

8.0%

過去に受けた

が現在はない

7.0%

取り決めをして

いない

57.1%

取り決めを

している

42.9%

取り決めをしていない

取り決めをしている

現在受けている

受けたことがない

過去に受けたが現在はない

世帯数 （構成比）

取り決めをしていない 236 57.1%

取り決めをしている 177 42.9%

現在受けている 115 27.9%

受けたことがない 33 8.0%

過去に受けたが現在はない 29 7.0%

無効・無回答 0 0.0%

413 100%

母子世帯

総数
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図10－２ 養育費の月額 

 

 
 

図10－３ 取り決めをしていない理由 

「相手に支払う意思や能力がないと思った」が94世帯（39.8%）で最も多く、次いで「相手

と関わりたくない」が82世帯（34.7%）、「取り決めの交渉をしたがまとまらなかった」が20

世帯（8.5%）となっている。 

 

 
 

 

3.5%

23.6%

22.9%

20.8%

6.3%

20.8%

2.1%

0.0%

0% 10% 20% 30%

1万円未満

1～2万円未満

2～3万円未満

3～4万円未満

4～5万円未満

5～10万円未満

10万円以上

無効・無回答

n=144

総数 1万円未満
1～2万円

未満

2～3万円

未満

3～4万円

未満

4～5万円

未満

5～10万円

未満
10万円以上

無効・

無回答

母子世帯 144 5 34 33 30 9 30 3 0

（構成比） 100.0% 3.5% 23.6% 22.9% 20.8% 6.3% 20.8% 2.1% 0.0%

39.8%

34.7%

8.5%

5.5%

1.7%

1.7%

8.1%

0.0%

0% 20% 40% 60%

相手に支払う意思や能力がないと思った

相手と関わりたくない

取り決めの交渉を

したがまとまらなかった

取り決めの交渉がわずらわしい

相手に養育費を請求できると思わなかった

現在交渉中又は今後交渉予定

その他

無効・無回答

n=236

総数

相手に支払う意思

や能力がないと

思った

相手と関わり

たくない

取り決めの交渉を

したがまとまらな

かった

取り決めの交渉が

わずらわしい

相手に養育費を請

求できると思わな

かった

現在交渉中又は今

後交渉予定
その他

無効・

無回答

母子世帯 236 94 82 20 13 4 4 19 0

（構成比） 100.0% 39.8% 34.7% 8.5% 5.5% 1.7% 1.7% 8.1% 0.0%
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（３） 仕事について 

① 就労の形態（*回答は収入の高い順に 2 つまで） 

主たる就労形態（最も収入の高いもの）について、「正社員・正規職員・会社役員」が257

世帯（55.3%）で最も多く、次いで「パート・アルバイト・日雇い・非常勤職員」が122 世帯

（26.2%）、「嘱託・契約社員・派遣社員」が36世帯（7.7％）となっている。 

また、副業について回答があったのは17世帯で、「パート・アルバイト・日雇い・非常勤

職員」が9世帯（1.9％）で最も多く、副業がないと回答したのは、96.3％にあたる448世帯と

なっている。 

図11 就労の形態（最も収入の高い就労形態）  

 

【最も高い収入を得ている就労形態】 

 

【副業の有無と副業の就労形態】 

 

 

 

 

 

 

 

55.3%

26.2%

7.7%

3.9%

1.5%

5.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

正社員・正規職員・会社役員

パート・アルバイト・日雇い・非常勤職員

嘱託・契約社員・派遣社員

自営業（家族従業者、内職、

自由業、フリーランス含む）

その他

就労していない

無効・無回答

n=465

総数
正社員・正規職員・

会社役員

パート・アルバイト・

日雇い・非常勤職員

嘱託・契約社員

・派遣社員

自営業（家族従業者、

内職、自由業、フリー

ランス含む）

その他
就労して

いない

無効・

無回答

母子世帯 465 257 122 36 18 7 25 0

（構成比） 100.0% 55.3% 26.2% 7.7% 3.9% 1.5% 5.4% 0.0%

総数
パート・アルバイト・

日雇い・非常勤職員

嘱託・契約社

員・派遣社員

自営業（家族従業者、

内職、自由業、フリー

ランス含む）

正社員・正規職

員・会社役員
その他

無効・無回答

（副業無し）

母子世帯 465 9 2 2 1 3 448

（構成比） 100.0% 1.9% 0.4% 0.4% 0.2% 0.6% 96.3%
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 ② 職種（*回答は収入の高い順に2つまで） 

   主たる職種（最も収入の高いもの）について、「事務従事者」が113世帯（25.7%）で最も

多く、次いで「専門的職業従事者」が88世帯（20.0%）、「サービス職業従事者」が62世帯

（14.1%）となっている。 

また、副業について回答があったのは13世帯で、「サービス職業従事者」が4世帯

（0.9％）で最も多く、副業がないと回答したのは、97.0％にあたる427世帯となっている。 

図11-２ 職種  

 

【最も高い収入を得ている職種】 

 

 

【副業の有無と副業の職種】 

 

 

 

 

 

 

 

25.7%

20.0%

14.1%

12.0%

7.7%

3.9%

2.7%

2.5%

1.6%

1.4%

0.9%

0.5%

0.2%

6.4%

0.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

事務従事者

専門的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

生産工程従事者

その他（個人事業主）

管理的職業従事者

運搬・清掃等従事者

農業･林業･漁業従事者

建設・採掘従事者

運輸・機械運転従事者

保安職業従事者

その他（在宅就業者）

その他（その他）

無効・無回答

n=440

総数
事務

従事者

専門的

職業

従事者

サービス

職業

従事者

販売

従事者

生産

工程

従事者

その他

（個人

事業主）

管理的

職業

従事者

運搬・

清掃等

従事者

農業･林

業･漁業

従事者

建設・採

掘従事者

運輸・

機械運転

従事者

保安

職業

従事者

その他

（在宅

就業者）

その他

（その

他）

無効・

無回答

母子世帯 440 113 88 62 53 34 17 12 11 7 6 4 2 1 28 2

（構成比） 100.0% 25.7% 20.0% 14.1% 12.0% 7.7% 3.9% 2.7% 2.5% 1.6% 1.4% 0.9% 0.5% 0.2% 6.4% 0.5%

総数

サービス

職業

従事者

運搬・

清掃等

従事者

その他

（在宅

就業者）

管理的

職業

従事者

販売

従事者

その他

（個人

事業主）

専門的

職業

従事者

事務

従事者

農業･林

業･漁業

従事者

保安

職業

従事者

生産

工程

従事者

運輸・

機械運転

従事者

建設・採

掘従事者

その他

（その

他）

無効・

無回答

母子世帯 440 4 2 2 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 427

（構成比） 100.0% 0.9% 0.5% 0.5% 0.2% 0.2% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 97.0%
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③ 年間総収入  

「200～250万円未満」が105世帯（23.9%）で最も多く、次いで「150～200万円未満」が74

世帯（16.8%）となっている。年収が200万円未満の世帯の合計は35.9%となっている。 

図12 年収の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.7%

4.3%

14.1%

16.8%

23.9%

14.8%

14.3%

6.8%

3.0%

0.9%

0.2%

0.2%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

50万円未満

50～100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

無効・無回答

n=440

総数
50万円

未満

50～100

万円未満

100～150

万円未満

150～200

万円未満

200～250

万円未満

250～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～600

万円未満

600～700

万円未満

700～800

万円未満

800万円

以上

無効・

無回答

母子世帯 440 3 19 62 74 105 65 63 30 13 4 1 1 0

（構成比） 100.0% 0.7% 4.3% 14.1% 16.8% 23.9% 14.8% 14.3% 6.8% 3.0% 0.9% 0.2% 0.2% 0.0%
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④ 現在の就労形態を選択した理由 （*回答は優先順位の高い順に2つまで） 

現在の就労形態を選択した理由（優先順位第１位）について、「一定の収入を得られる」

が271世帯（58.3%）で最も多く、次いで「家族を優先したい」が94世帯（20.2%）、「他に選

択できない」が31世帯（6.7%）となっている。 

優先順位第２位について、「身分が安定している」が77世帯（16.6%）で最も多く、次いで

「家族を優先したい」が52世帯（11.2%）となっている。 

図13 現在の就労形態を選択した理由 

 
【優先順位第１位の理由】 

 

【優先順位第２位の理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.3%

20.2%

6.7%

4.1%

4.1%

1.3%

0.6%

0.4%

4.1%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一定の収入を得られる

家族を優先したい

他に選択できない

身分が安定している

自分の健康上の理由

在宅勤務

資格取得

自分時間確保

その他

無効・ 無回答

n=465

総数
一定の収入

を得られる

家族を優先

したい

他に選択

できない

身分が安定

している

自分の健康

上の理由
在宅勤務 資格取得

自分時間

確保
その他

無効・

無回答

母子世帯 465 271 94 31 19 19 6 3 2 19 1

（構成比） 100.0% 58.3% 20.2% 6.7% 4.1% 4.1% 1.3% 0.6% 0.4% 4.1% 0.2%

総数
身分が安定

している

家族を優先

したい

他に選択

できない

一定の収入

を得られる

自分の健康

上の理由

自分時間

確保
資格取得 在宅勤務 その他

無効・

無回答

母子世帯 465 77 52 40 34 19 16 11 2 10 204

（構成比） 100.0% 16.6% 11.2% 8.6% 7.3% 4.1% 3.4% 2.4% 0.4% 2.2% 43.9%
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④ 習得したい技能資格（*回答は 3 つ以内）  

「パソコン・情報処理」が34.0%で最も多く、次いで「経理事務」が17.2%、「語学」が

14.4%となっている。 

図14 習得したい技能資格 （単位：％） 

 

 

（４） 生活全般について 

① 困っていること（*回答は２つ以内）  

「生活費」が65.2%で最も多く、次いで「子育て」が23.0%、「仕事・職場」が16.6%となっ

ている。 

図15 困っていること（調査年別） 

 

 

34.0%

17.2%

14.4%

10.5%

9.7%

8.8%

6.5%

4.1%

3.2%

1.5%

1.3%

10.1%

33.5%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40%

パソコン・情報処理

経理事務

語学

医療事務

栄養士・調理師

大型、第二種運転免許

ホームヘルパー・介護福祉士

看護師・准看護師

理学療法士・作業療法士

理容師・美容師

普通自動車運転免許

その他

特になし

無効・無回答

n=465

総数
パソコン

情報処理
経理事務 語学 医療事務

栄養士

調理師

大型、

第二種

運転免許

ホームヘル

パー・介護福

祉士

看護師・准

看護師

理学療法

士・作業療

法士

理容師

美容師

普通自動車

運転免許
その他 特になし

無効・

無回答

母子世帯 465 158 80 67 49 45 41 30 19 15 7 6 47 156 1

（構成比） ー 34.0% 17.2% 14.4% 10.5% 9.7% 8.8% 6.5% 4.1% 3.2% 1.5% 1.3% 10.1% 33.5% 0.2%

65.2%

23.0%

16.6%

14.4%

10.3%

4.7%

3.7%

2.2%

2.2%

7.5%

8.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生活費

子育て

仕事・職場

住居

健康

家事

高齢者の世話

医療費

結婚

その他

特になし

無効・ 無回答

n=465

総数 生活費 子育て
　仕事

・職場
住居 健康 家事

高齢者

の世話
医療費 結婚 その他 特になし

無効・

無回答

母子世帯 465 303 107 77 67 48 22 17 10 10 35 41 0

（構成比） - 65.2% 23.0% 16.6% 14.4% 10.3% 4.7% 3.7% 2.2% 2.2% 7.5% 8.8% 0.0%
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② 子育てについて困っていること（*当てはまるものすべてを選択） 

  「進学」が52.3%で最も多く、次いで「教育」が48.6%、「しつけ」・「発達・障がい」が各

31.8％となっている。 

図15－２ 子育てについて困っていること 

 

 

③ 悩みごとの相談相手（*回答は２つ以内）  

「家族」が48.2%で最も多く、次いで「友人・知人・上司」が47.5%、「自分で解決する」

が22.6%となっている。「相談相手なし」も10.1%となっている。 

図16 悩みごとの相談相手 

 

 

52.3%
48.6%

31.8%
31.8%

26.2%
15.9%

15.0%
14.0%
14.0%

6.5%
9.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

進学
教育

しつけ

発達・障がい
食事・栄養

就職

健康
友人関係

学校・保育所との関係
非行

その他
無効・無回答

n=107

総数 進学 教育 しつけ
発達・

障がい

食事

・栄養
就職 健康 友人関係

学校・保

育所との

関係

非行 その他
無効・

無回答

母子世帯 107 56 52 34 34 28 17 16 15 15 7 10 0

（構成比） - 52.3% 48.6% 31.8% 31.8% 26.2% 15.9% 15.0% 14.0% 14.0% 6.5% 9.3% 0.0%

48.2%

47.5%

22.6%

6.0%

4.9%

1.7%

0.4%

0.2%

2.4%

10.1%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家族

友人・知人・上司

自分で解決する

親戚

学校の先生

公的機関（福祉事務所・市町村役場・

児童相談所等）

母子寡婦福祉会

民生（児童）委員

その他

相談相手なし

無効・無回答

総数 家族
友人・知

人・上司

自分で

解決する
親戚

学校の

先生

公的機関

（福祉事務所・市町村

役場・児童相談所等）

母子寡婦

福祉会

民生

（児童）

委員

その他
相談相手

なし

無効・

無回答

母子世帯 465 224 221 105 28 23 8 2 1 11 47 2

（構成比） - 48.2% 47.5% 22.6% 6.0% 4.9% 1.7% 0.4% 0.2% 2.4% 10.1% 0.4%

n=465 
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（５）こどもの状況 

① こどもの数とこどもの就学・就労状況（*回答は２つ以内）  

一世帯当たりのこどもの数は平均 1.54 人となっており、就学別では「小学校」が 234 世帯

（32.7%）で最も多く、次いで「高校」が 196 世帯（27.4%）、「中学校」が 156 世帯（21.8%）、

となっている。 

図17 子どもの就学・就労状況 

 

 

 

② 小学校入学前、小学校 1～3 年生のこどもの養育状況（*回答は２つ以内）  

小学校前のこどもの養育状況について、「保育所・認定こども園・児童館」が82.3%で最も

多く、次いで「本人」・「本人の父母」が各11.4%となっている。 

小学校1～3年生では「学童保育、児童館」が37.6%で最も多く、次いで「自宅に大人とい

る」が19.0%、「自宅にこどもだけでいる」が16.2%となっている。 

図18 小学校入学前のこどもの養育状況  

 

 

11.0%
32.7%

21.8%
27.4%

1.5%
0.1%

2.8%
1.0%
0.7%
0.8%

0.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

小学校入学前

小学校

中学校

高校

高等専門学校

短大

大学

専修学校・各種学校

就労

その他

無効・無回答

n=716

総数 平均
小学校

入学前
小学校 中学校 高校

高等専門

学校
短大 大学

専修学校・

各種学校
就労 その他

無効・

無回答

母子世帯 716 1.54 79 234 156 196 11 1 20 7 5 6 1

（構成比） 100.0% ー 11.0% 32.7% 21.8% 27.4% 1.5% 0.1% 2.8% 1.0% 0.7% 0.8% 0.1%

82.3%

11.4%

11.4%

5.1%

1.3%

0.0%

0.0%

1.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

保育所・認定こども園・児童館

本人

本人の父母

幼稚園

その他の家族

親戚

知人

その他

無効・無回答

総数

保育所・認定

こども園・児

童館

本人
本人の

父母
幼稚園

その他

の家族
親戚 知人 その他

無効・

無回答

母子世帯 79 65 9 9 4 1 0 0 1 0

（構成比） - 82.3% 11.4% 11.4% 5.1% 1.3% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0%

n=79 
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図18－２ 小学校１～３年生のこどもの養育状況  

 

 

 

③ こどもの学習塾等の利用状況  

学習塾等の利用について、「通っていない」が380世帯（81.7%）、「通っている」は85世

帯（18.3%）となっている。 

通っていない理由としては「費用が高い」が200世帯（52.6%）で最も多く、次いで「こど

もが希望しない」が101世帯（26.6%）となっている。 

図19 こどもの学習塾等の利用状況 

 

 

37.6%

19.0%

16.2%

10.5%

10.5%

1.0%

5.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

学童保育・児童館

自宅に大人といる

自宅にこどもだけで

いる

本人の父母の家

塾・習い事

友達の家

その他

無効・無回答

n=210

 総数
学童保育

・児童館

自宅に大

人といる

自宅にこども

だけでいる

本人の

父母の家
塾・習い事 友達の家 その他

無効・

無回答

母子世帯 210 79 40 34 22 22 2 11 0

（構成比） - 37.6% 19.0% 16.2% 10.5% 10.5% 1.0% 5.2% 0.0%

81.7%

18.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

通っていない

通っている

無効・無回答

n=465

総数 通っていない 通っている 無効・無回答

母子世帯 465 380 85 0

（構成比） 100.0% 81.7% 18.3% 0.0%
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図19－２ 学習塾等に通っていない理由 

 

 

 

④ こどもが病気の時の日中の看護者  

「本人」が335世帯（72.0%で）最も多く、次いで「本人の父母」が89世帯（19.1%）、「病

児一時保育所」が3世帯（0.6％）となっている。 

図20 こどもが病気の時の日中の看護者  

 

 

 

52.6%

26.6%

11.8%

3.4%

5.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

費用が高い

こどもが希望しない

必要がない

近くにない

その他

無効・無回答

n=380

総数 費用が高い
こどもが

希望しない
必要がない 近くにない その他 無効・無回答

母子世帯 380 200 101 45 13 21 0

（構成比） 100.0% 52.6% 26.6% 11.8% 3.4% 5.5% 0.0%

72.0%

19.1%

0.6%

0.4%

0.0%

0.0%

0.9%

6.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

本人

本人の父母

病児一時保育所

その他の家族

親戚

知人

その他

いない

無効・ 無回答

n=465

総数 本人
本人の

父母

病児一時

保育所

その他

の家族
親戚 知人 その他 いない

無効・

無回答

母子世帯 465 335 89 3 2 0 0 4 32 0

（構成比） 100.0% 72.0% 19.1% 0.6% 0.4% 0.0% 0.0% 0.9% 6.9% 0.0%
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⑤ こどもの進学希望  

「大学・大学院」が249世帯（53.5%）で最も多く、次いで「高校」が105世帯（22.6%）、

「専修学校・各種学校」が55世帯（11.8%）となっている。 

図21 こどもをどこまで進学させたいか  

 

 
（５） 福祉制度について 

① 福祉制度の利用  

「利用している・利用したことがある」割合が高いのは、「ひとり親家庭等医療費助

成」、「こどもの医療費助成」、「就学援助」、「公共職業安定所」となっている。 

「制度を知らなかった」割合が高いのは、「学習支援」、「ひとり親家庭等日常生活支援

事業」、「母子父子寡婦福祉資金」などとなっている。 

「今後利用したい」割合が高いのは、「大学入学時奨学金」、「学習支援」、「母子父子

寡婦福祉資金」となっている。 

図22 福祉制度の利用状況 （単位：％） 

 

53.5%

22.6%

11.8%

4.7%

3.9%

0.0%

3.2%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

大学・大学院

高校

専修学校・各種学校

高等専門学校（高専）

短大

中学校

その他

無効・ 無回答

n=465

総数
大学・

大学院
高校

専修学校・

各種学校

高等専門学

校（高専）
短大 中学校 その他

無効・

無回答

母子世帯 465 249 105 55 22 18 0 15 1

（構成比） 100.0% 53.5% 22.6% 11.8% 4.7% 3.9% 0.0% 3.2% 0.2%

対象者
でない

知らな
かった

その他

（必要が

なかった

等）

①母子父子寡婦福祉資金 7.5% 7.5% 32.5% 21.7% 14.4% 30.8%

②ひとり親家庭等医療費助成 88.4% 2.8% 2.4% 0.2% 3.7% 6.2%

③ひとり親家庭等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣） 1.7% 3.2% 40.0% 28.4% 5.8% 26.7%

④母子家庭等就業・自立支援センター事業 4.1% 3.2% 24.3% 41.1% 6.0% 27.3%

⑤高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金 4.9% 3.9% 26.7% 35.1% 9.7% 29.5%

⑥大学入学時奨学金 2.6% 8.6% 22.6% 17.0% 37.6% 49.2%

⑦学習支援 4.3% 1.5% 40.2% 18.7% 19.8% 35.3%

⑧こども食堂 8.6% 1.3% 23.0% 33.1% 12.9% 34.0%

⑨こどもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く） 47.1% 4.3% 15.5% 10.3% 5.6% 22.8%

⑩就学援助 42.6% 3.4% 17.6% 11.4% 13.5% 24.9%

⑪福祉事務所 5.8% 0.0% 29.0% 37.0% 4.9% 28.2%

⑫児童相談所 9.0% 2.2% 13.3% 49.0% 3.0% 26.5%

⑬母子・父子自立支援員 1.1% 1.7% 25.8% 43.0% 4.5% 28.4%

⑭民生（児童）委員 5.6% 0.0% 21.5% 45.4% 2.4% 27.5%

⑮公共職業安定所（ハローワーク） 40.2% 0.0% 6.9% 26.5% 7.3% 26.5%

区分

利用してい

る・したこ
とがある

利用したことがない

今後利用
したい

無効・
無回答
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② ひとり親家庭にとって充実が必要な施策（*回答は3つ以内）  

「経済的支援の充実」が78.5%で最も多く、次いで「こどもの学習・教育支援の充実」が

28.6%、「住宅対策の支援」が27.3%となっている。 

図23 充実が必要な施策  

 

 

 

 

 

 

 

78.5%

28.6%

27.3%

24.5%

20.9%

19.6%

13.8%

11.0%

8.0%

6.5%

4.3%

1.9%

0.6%

3.2%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

経済的支援の充実

こどもの学習・教育支援の充実

住宅対策の支援

夜間・休日・病児、病後児保育の充実

養育費確保支援の充実

就業支援の充実

こどもの放課後対策の充実

こどもの居場所の充実・支援

相談事業の充実

家事や介護の支援の充実

母子父子寡婦福祉団体等の支援

ひとり親家庭同士の交流機会の充実

親子交流 （面会交流）の支援

その他

無効・無回答

n=465

総数
経済的支援の

充実

こどもの学

習・教育支援

の充実

住宅対策

の支援

夜間・休日・

病児、病後児

保育の充実

養育費の

確保支援

の充実

就業支援

の充実

こどもの

放課後対策

の充実

こどもの

居場所の

充実・支援

相談事業

の充実

家事や介護の

支援の充実

母子父子寡婦

福祉団体等の

支援

ひとり親家庭

同士の交流機

会の充実

親子交流

（面会交流）

の支援

その他
無効・

無回答

母子世帯 465 365 133 127 114 97 91 64 51 37 30 20 9 3 15 5

（構成比） - 78.5% 28.6% 27.3% 24.5% 20.9% 19.6% 13.8% 11.0% 8.0% 6.5% 4.3% 1.9% 0.6% 3.2% 1.1%
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３ 父子世帯 

（１）世帯の状況 

① 調査対象者の年齢  

「40～49歳以下」が42 世帯（49.4%）で最も多く、次いで「50～59歳以下」が19世帯

（22.4%）、「30～39歳以下」が18世帯（21.2%）となっている。 

図１ 調査対象者の年齢 

 

 
② 世帯の人数  

一世帯当たりの平均世帯人数は3.09人となっている。 

「3人世帯」が27世帯（31.8%）で最も多く、次いで「2人世帯」が20世帯（23.5%）となっ

ており、3人以下の世帯が全体の65.9%を占めている。 

図２ 世帯の人数 

 

 

0.0%

1.2%

21.2%

49.4%

22.4%

5.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

19歳以下

20～29歳以下

30～39歳以下

40～49歳以下

50～59歳以下

60～64歳以下

65～69歳以下

70歳以上

無効・無回答

n = 85

総数 19歳以下
20～29歳

以下
30～39歳

以下
40～49歳

以下
50～59歳

以下
60～64歳

以下
65～69歳

以下
70歳以上

無効・
無回答

父子世帯 85 0 1 18 42 19 5 0 0 0

（構成比） 100.0% 0.0% 1.2% 21.2% 49.4% 22.4% 5.9% 0.0% 0.0% 0.0%

10.6%

23.5%

31.8%

20.0%

9.4%

3.5%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人以上

無効・無回答

n = 85

総数 平均 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人以上
無効・
無回答

父子世帯 85 3.09 9 20 27 17 8 3 1 0 0 0

（構成比） 100.0% 10.6% 23.5% 31.8% 20.0% 9.4% 3.5% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%
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③ 世帯の構成 

「本人とこどものみ」が43世帯（50.6%）で最も多く、次いで「本人とこどもと父（母）

のみ」が32世帯（37.6％）となっている。 

図３ 世帯の構成 

 

 
 

④ 家事の処理 

「本人」が51世帯（60.0%）で最も多く、次いで「家族で協力」が29世帯（34.1%）となっ

ている。 

図４ 家事の処理 

 

 

50.6%

37.6%

2.4%

0.0%

9.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

本人とこども

のみ

本人とこども

と父（母）のみ

本人のみ

本人と父（母）のみ

その他

無効・無回答

n = 85

総数
本人とこども

のみ

本人とこども

と父（母）のみ
本人のみ 本人と父（母）のみ その他 無効・無回答

父子世帯 85 43 32 2 0 8 0

（構成比） 100.0% 50.6% 37.6% 2.4% 0.0% 9.4% 0.0%

60.0%

34.1%

0.0%

0.0%

0.0%

5.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

本人

家族で協力

こども

親戚

家政婦

その他

無効・無回答

n=85

総数 本人 家族で協力 こども 親戚 家政婦 その他
無効・

無回答

父子世帯 85 51 29 0 0 0 5 0

（構成比） 100.0% 60.0% 34.1% 0.0% 0.0% 0.0% 5.9% 0.0%
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⑤ 住宅の状況 

「持家（本人名義）」が39世帯（45.9%）で最も多く、次いで「持家（その他）」が29世帯

（34.1％）、「民間アパート（借家）」が9世帯（10.6%）となっている。 

公営住宅の入居は「希望しない」が69世帯（87.3％）となっている。 

図５ 住宅の状況 

 

   
 

図５－２ 公営住宅の希望の有無 

 

 

45.9%

34.1%

10.6%

7.1%

0.0%

2.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

持家

（本人名義）

持家

（その他）

民間アパート（借家）

公営住宅

社宅

その他

無効・無回答

n=79

総数
持家

（本人名義）

持家

（その他）

民間アパート

（借家）
公営住宅 社宅 その他

無効・

無回答

父子世帯 85 39 29 9 6 0 2 0

（構成比） 100.0% 45.9% 34.1% 10.6% 7.1% 0.0% 2.4% 0.0%

87.3%

10.1%

2.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望しない

希望する

（応募した経験なし）

希望する

（応募した経験あり）

無効・無回答

n=85

総数 希望しない
希望する

（応募した経験なし）

希望する

（応募した経験あり）
無効・無回答

父子世帯 79 69 8 2 0

（構成比） 100.0% 87.3% 10.1% 2.5% 0.0%
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⑥ 主たる生計維持の方法 

「本人の就労収入」が79世帯（92.9%）で最も多く、次いで「世帯員の就労収入」・「年

金・児童扶養手当等」が各2世帯（2.4%）となっている。 

図６ 主たる生計維持の方法  

 

 
 

⑦ 過去一年間の健康状態 

「入院も通院もなし」が56世帯（65.9%）で最も多く、次いで「（風邪以外で）通院あり」

が 24世帯（28.2%）、「（風邪以外で）入院あり」が5世帯（5.9%）となっている。 

図７ 健康状態 

 

 

92.9%

2.4%

2.4%

1.2%

0.0%

0.0%

1.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人の就労収入

世帯員の就労収入

年金・児童扶養手当等

財産収入

仕送り

生活保護

その他

無効・無回答

n=85

総数
本人の

就労収入

世帯員の

就労収入

年金・児童

扶養手当等
財産収入 仕送り 生活保護 その他

無効・

無回答

父子世帯 85 79 2 2 1 0 0 1 0

（構成比） 100.0% 92.9% 2.4% 2.4% 1.2% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0%

65.9%

28.2%

5.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

入院も通院もなし

（風邪以外で）通院あり

（風邪以外で）入院あり

無効・無回答

n=85

総数 入院も通院もなし
（風邪以外で）

通院あり

（風邪以外で）

入院あり
無効・無回答

父子世帯 85 56 24 5 0

（構成比） 100.0% 65.9% 28.2% 5.9% 0.0%
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（２） ひとり親になった時の状況 

① 父子世帯となってからの期間  

「5 年以上10年未満」が36世帯（42.4%）で最も多く、次いで「10 年以上」が22世帯

（25.9%）、「3年以上5年未満」が15世帯（17.6%）となっている。 

図８ 父子世帯となってからの期間 

 

 

② 父子世帯となった理由  

「離婚」が79世帯（92.9%）で最も多く、次いで「病死」が3世帯（3.5%）、「遺棄・行方

不明」・「その他の死亡」が各1世帯（1.2％）となっている。 

図９ 父子世帯となった理由  

 

 

1.2%

8.2%

4.7%

17.6%

42.4%

25.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1年未満

1年以上2年未満

2年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上

無効・無回答

n=85

総数 1年未満
1年以上

2年未満

2年以上

3年未満

3年以上

5年未満

5年以上

10年未満
10年以上

無効・

無回答

父子世帯 85 1 7 4 15 36 22 0

（構成比） 100.0% 1.2% 8.2% 4.7% 17.6% 42.4% 25.9% 0.0%

92.9%

3.5%

1.2%

1.2%

0.0%

0.0%

1.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

離婚

病死

遺棄・行方不明

その他の死亡

交通事故死

未婚

その他

無効・無回答

n=85

総数 離婚 病死
遺棄・

行方不明

その他

の死亡

交通

事故死
未婚 その他

無効・

無回答

父子世帯 85 79 3 1 1 0 0 1 0

（構成比） 100.0% 92.9% 3.5% 1.2% 1.2% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0%
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③ こどもの養育費の状況  

「取り決めをしていない」が61世帯（77.2%）、「取り決めをしている」が18世帯

（22.8%）となっている。取り決めをした世帯では、「現在受けている」が9世帯（11.4%）と

なっている。 

養育費の月額は、「1～2万円未満」が6世帯（60.0%）で最も多くなっている。 

図10 こどもの養育費の取り決め・受給の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在受けて
いる11.4%

受けたことが

ない 10.1%

過去に受けたが

現在はない1.3%

取り決めをし

ていない

77.2%

取り決めを

している

22.8%

取り決めをしていない

取り決めをしている

現在受けている

受けたことがない

過去に受けたが現在はない

世帯数 （構成比）

取り決めをしていない 61 77.2%

取り決めをしている 18 22.8%

現在受けている 9 11.4%

受けたことがない 8 10.1%

過去に受けたが現在はない 1 1.3%

無効・無回答 0 0.0%

79 100%

父子世帯

総数
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図10－２ 養育費の月額 

 

 
 

図10－３ 取り決めをしていない理由 

「相手に支払う意思や能力がないと思った」が33世帯（54.1%）で最も多く、次いで「相手

と関わりたくない」が17世帯（27.9%）、「取り決めの交渉がわずらわしい」が4世帯

（6.6%）となっている。 

 

 

0.0%

60.0%

10.0%

10.0%

10.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1万円未満

1～2万円未満

2～3万円未満

3～4万円未満

4～5万円未満

5～10万円未満

10万円以上

無効・無回答

n=10

総数 1万円未満
1～2万円

未満

2～3万円

未満

3～4万円

未満

4～5万円

未満

5～10万円

未満
10万円以上

無効・

無回答

父子世帯 10 0 6 1 1 1 1 0 0

（構成比） 100.0% 0.0% 60.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 0.0% 0.0%

54.1%

27.9%

6.6%

1.6%

1.6%

1.6%

6.6%

0.0%

0% 20% 40% 60%

相手に支払う意思や能力がないと思った

相手と関わりたくない

取り決めの交渉がわずらわしい

相手に養育費を請求できると思わなかった

取り決めの交渉を

したがまとまらなかった

現在交渉中又は今後交渉予定

その他

無効・無回答

n=61

総数

相手に支払う意思

や能力がないと

思った

相手と関わり

たくない

取り決めの交渉が

わずらわしい

相手に養育費を請

求できると思わな

かった

取り決めの交渉を

したがまとまらな

かった

現在交渉中又は今

後交渉予定
その他

無効・

無回答

父子世帯 61 33 17 4 1 1 1 4 0

（構成比） 100.0% 54.1% 27.9% 6.6% 1.6% 1.6% 1.6% 6.6% 0.0%
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（３）仕事について 

① 就労の形態（*回答は収入の高い順に 2 つまで）  

主たる就労形態（最も収入の高いもの）について、「正社員・正規職員・会社役員」が62

世帯（72.9%）で最も多く、次いで「自営業」が10世帯（11.8%）、「嘱託・契約社員・派遣

社員」が7世帯（8.2％）となっている。 

また、副業について回答があったのは12世帯で「パート・アルバイト・日雇い・非常勤職

員」が9世帯（10.6％）で最も多く、副業がないと回答したのは、85.9％にあたる73世帯とな

っている。 

図11 就労の形態 

 
【最も高い収入を得ている就労形態】 

 

【副業の有無と副業の就労形態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

72.9%

11.8%

8.2%

2.4%

0.0%

4.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

正社員・正規職員・会社役員

自営業（家族従業者、内職、

自由業、フリーランス含む）

嘱託・契約社員・派遣社員

パート・アルバイト・日雇い・非常勤職員

その他

就労していない

無効・無回答

n=85

総数
正社員・正規職員・

会社役員

自営業（家族従業者、

内職、自由業、フリー

ランス含む）

嘱託・契約社員・

派遣社員

パート・アルバイト・

日雇い・非常勤職員
その他

就労して

いない

無効・

無回答

父子世帯 85 62 10 7 2 0 4 0

（構成比） 100.0% 72.9% 11.8% 8.2% 2.4% 0.0% 4.7% 0.0%

総数
パート・アルバイト・

日雇い・非常勤職員

正社員・正規職

員・会社役員

自営業（家族従業者、

内職、自由業、フリー

ランス含む）

嘱託・契約社

員・派遣社員
その他

無効・無回答

（副業無し）

父子世帯 85 9 1 1 0 1 73

（構成比） 100.0% 10.6% 1.2% 1.2% 0.0% 1.2% 85.9%
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② 職種（*回答は収入の高い順に2つまで） 

主たる職種（最も収入の高いもの）について、「建設・採掘従事者」が20世帯（24.7%）で

最も多く、次いで「生産工程従事者」が10世帯（12.3%）、「販売従事者」が9世帯（11.1%）

となっている。 

また、副業について回答があったのは12世帯で、「運搬・清掃等従事者」が4世帯

（4.9％）で最も多く、副業がないと回答したのは、85.2％にあたる69世帯となっている。 

図11－２ 職種 

 

【最も高い収入を得ている職種】 

 

 

【副業の有無と副業の職種】 

 

 

 

24.7%

12.3%

11.1%

9.9%

8.6%

6.2%

4.9%

4.9%

3.7%

3.7%

3.7%

0.0%

0.0%

6.2%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

建設・採掘従事者

生産工程従事者

販売従事者

運輸・機械運転従事者

農業･林業･漁業従事者

サービス職業従事者

専門的職業従事者

運搬・清掃等従事者

管理的職業従事者

事務従事者

その他（個人事業主）

保安職業従事者

その他（在宅就業者）

その他（その他）

無効・無回答

n=81

総数
建設・採

掘従事者

生産

工程

従事者

販売

従事者

運輸・

機械運転

従事者

農業･林

業･漁業

従事者

サービス

職業

従事者

専門的

職業

従事者

運搬・

清掃等

従事者

管理的

職業

従事者

事務

従事者

その他

（個人

事業主）

保安

職業

従事者

その他

（在宅

就業者）

その他

（その

他）

無効・

無回答

父子世帯 81 20 10 9 8 7 5 4 4 3 3 3 0 0 5 0

（構成比） 100.0% 24.7% 12.3% 11.1% 9.9% 8.6% 6.2% 4.9% 4.9% 3.7% 3.7% 3.7% 0.0% 0.0% 6.2% 0.0%

総数

運搬・

清掃等

従事者

農業･林

業･漁業

従事者

生産

工程

従事者

運輸・

機械運転

従事者

建設・採

掘従事者

サービス

職業

従事者

専門的

職業

従事者

管理的

職業

従事者

事務

専従者

販売

従事者

保安

職業

従事者

その他

（在宅

就業者）

その他

（個人

事業主）

その他

（その

他）

無効・

無回答

父子世帯 81 4 2 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 69

（構成比） 100.0% 4.9% 2.5% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 85.2%
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③ 年間総収入  

「300～400万円未満」が21世帯（25.9%）で最も多く、次いで「400～500万円未満」が15世

帯（18.5%）となっている。年収が200万円未満の世帯の合計は13.6%となっている。 

図12 年収の状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

2.5%

1.2%

9.9%

16.0%

13.6%

25.9%

18.5%

3.7%

2.5%

3.7%

2.5%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

50万円未満

50～100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800万円以上

無効・無回答

n=81

総数
50万円

未満

50～100

万円未満

100～150

万円未満

150～200

万円未満

200～250

万円未満

250～300

万円未満

300～400

万円未満

400～500

万円未満

500～600

万円未満

600～700

万円未満

700～800

万円未満

800万円

以上

無効・

無回答

父子世帯 81 0 2 1 8 13 11 21 15 3 2 3 2 0

（構成比） 100.0% 0.0% 2.5% 1.2% 9.9% 16.0% 13.6% 25.9% 18.5% 3.7% 2.5% 3.7% 2.5% 0.0%
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④ 現在の就労形態を選択した理由（*回答は優先順位の高い順に 2 つまで）  

現在の就労形態を選択した理由（優先順位第１位）について、「一定の収入を得られる」

が57世帯（67.1%）で最も多く、次いで「家族を優先したい」が11世帯（12.9%）、「他に選

択できない」が8世帯（9.4%）となっている。 

優先順位第２位について、「身分が安定している」が19世帯（22.4%）で最も多く、次いで

「他に選択できない」が11世帯（12.9%）となっている。 

図13 現在の就労形態を選択した理由 

 

【優先順位第１位の理由】 

 

【優先順位第２位の理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.1%

12.9%

9.4%

2.4%

2.4%

1.2%

1.2%

0.0%

3.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

一定の収入を得られる

家族を優先したい

他に選択できない

身分が安定している

自分時間確保

在宅勤務

資格取得

自分の健康上の理由

その他

無効・無回答

n=85

総数
一定の収入

を得られる

家族を優先

したい

他に選択

できない

身分が安定

している

自分時間

確保
在宅勤務 資格取得

自分の健康

上の理由
その他

無効・

無回答

父子世帯 85 57 11 8 2 2 1 1 0 3 0

（構成比） 100.0% 67.1% 12.9% 9.4% 2.4% 2.4% 1.2% 1.2% 0.0% 3.5% 0.0%

総数
身分が安定

している

他に選択

できない

家族を優先

したい

自分時間

確保

一定の収入

を得られる
資格取得

自分の健康

上の理由
在宅勤務 その他

無効・

無回答

父子世帯 85 19 11 8 4 3 2 1 0 4 33

（構成比） 100.0% 22.4% 12.9% 9.4% 4.7% 3.5% 2.4% 1.2% 0.0% 4.7% 38.8%



- 32 - 
 

④ 習得したい技能資格（*回答は 3 つ以内）  

「大型、第二種運転免許」が31.8%で最も多く、次いで「パソコン・情報処理」が29.4%、

「栄養士・調理師」・「ホームヘルパー・介護福祉士」・「語学」が各8.2%となっている。 

図14 習得したい技能資格  

 

 

（４） 生活全般について 

① 困っていること（*回答は２つ以内）  

「生活費」が64.7%で最も多く、次いで「子育て」が18.8%、「家事」が12.9%となってい

る。 

図15 困っていること 

 

 

31.8%

29.4%

8.2%

8.2%

8.2%

4.7%

2.4%

2.4%

1.2%

0.0%

0.0%

7.1%

41.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大型、第二種運転免許

パソコン 情報処理

栄養士・調理師

ホームヘルパー・介護福祉士

語学

経理事務

医療事務

理学療法士・作業療法士

看護師・准看護師

理容師・美容師

普通自動車運転免許

その他

特になし

無効・無回答

n=85

総数

大型、

第二種

運転免許

パソコン

情報処理

栄養士

調理師

ホームヘル

パー・介護福

祉士

語学 経理事務 医療事務

理学療法

士・作業療

法士

看護師・准

看護師

理容師

美容師

普通自動車

運転免許
その他 特になし

無効・

無回答

父子世帯 85 27 25 7 7 7 4 2 2 1 0 0 6 35 0

（構成比） ー 31.8% 29.4% 8.2% 8.2% 8.2% 4.7% 2.4% 2.4% 1.2% 0.0% 0.0% 7.1% 41.2% 0.0%

64.7%

18.8%

12.9%

9.4%

7.1%

7.1%

4.7%

4.7%

3.5%

5.9%

10.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生活費

子育て

家事

仕事・職場

高齢者の世話

健康

住居

結婚

医療費

その他

特になし

無効・ 無回答

n=85

総数 生活費 子育て 家事
　仕事

・職場

高齢者

の世話
健康 住居 結婚 医療費 その他 特になし

無効・

無回答

父子世帯 85 55 16 11 8 6 6 4 4 3 5 9 0

（構成比） - 64.7% 18.8% 12.9% 9.4% 7.1% 7.1% 4.7% 4.7% 3.5% 5.9% 10.6% 0.0%
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② 子育てについて困っていること（*当てはまるものすべてを選択） 

   「教育」・「食事・栄養」が各43.8%で最も多く、次いで「進学」が37.5%となっている。 

図15－２ 子育てについて困っていること 

 

 

③ 悩みごとの相談相手（*回答は２つ以内）  

「家族」が38.8%で最も多く、次いで「友人・知人・上司」が29.4%、「自分で解決する」

が25.9%となっている。「相談相手なし」も24.7%となっている。 

図16 悩みごとの相談相手 

 

 

43.8%

43.8%

37.5%
31.3%

25.0%

25.0%
18.8%

18.8%

12.5%
6.3%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

教育

食事・ 栄養

進学

しつけ

発達・ 障がい

友人関係

健康

学校・保育所との関係

就職

非行

その他

無効・無回答

n=16

総数 教育
食事

・栄養
進学 しつけ

発達・

障がい
友人関係 健康

学校・保

育所

との関係

就職 非行 その他
無効・

無回答

父子世帯 16 7 7 6 5 4 4 3 3 2 1 0 0

（構成比） - 43.8% 43.8% 37.5% 31.3% 25.0% 25.0% 18.8% 18.8% 12.5% 6.3% 0.0% 0.0%

38.8%

29.4%

25.9%

2.4%

2.4%

2.4%

1.2%

0.0%

0.0%

24.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家族

友人・知人・上司

自分で解決する

親戚

学校の先生

公的機関（福祉事務所・市町村役場・

児童相談所等）

母子寡婦福祉会

民生（児童）委員

その他

相談相手なし

無効・ 無回答

n=85

総数 家族
友人・知

人・上司

自分で

解決する
親戚

学校の

先生

公的機関

（福祉事務所・市町村

役場・児童相談所等）

母子寡婦

福祉会

民生

（児童）

委員

その他
相談相手

なし

無効・

無回答

父子世帯 85 33 25 22 2 2 2 1 0 0 21 0

（構成比） - 38.8% 29.4% 25.9% 2.4% 2.4% 2.4% 1.2% 0.0% 0.0% 24.7% 0.0%
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（５） こどもの状況 

① こどもの数とこどもの就学・就労状況（*回答は２つ以内）  

一世帯当たりのこどもの数は平均1.70人となっており、就学別では「小学校」が51世帯

（35.2%）で最も多く、次いで「高校」が47世帯（32.4%）、「中学校」が26世帯（17.9%）と

なっている。 

図17 子どもの就学・就労状況 

 

 

 

② 小学校入学前、小学校 1～3 年生のこどもの養育状況（*回答は２つ以内）  

小学校前のこどもの養育状況について、「保育所・認定こども園・児童館」が63.6%で最も

多く、次いで「本人」が18.2%、「本人の父母」、「親戚」が各9.1%となっている。 

小学校1～3年生では「学童保育、児童館」が31.6%で最も多く、次いで「自宅にこどもだけ

でいる」が21.1%、「自宅に大人といる」が18.4%となっている。 

図18 小学校入学前のこどもの養育状況  

 

 

7.6%
35.2%

17.9%
32.4%

1.4%
0.0%

1.4%
1.4%
2.1%

0.0%
0.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

小学校入学前

小学校

中学校

高校

高等専門学校

短大

大学

専修学校・各種学校

就労

その他

無効・無回答

n=145

総数 平均
小学校

入学前
小学校 中学校 高校

高等専門

学校
短大 大学

専修学校・

各種学校
就労 その他

無効・

無回答

父子世帯 145 1.70 11 51 26 47 2 0 2 2 3 0 1

（構成比） 100.0% ー 7.6% 35.2% 17.9% 32.4% 1.4% 0.0% 1.4% 1.4% 2.1% 0.0% 0.7%

63.6%

18.2%

9.1%

9.1%

0.0%

0.0%

0.0%

9.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

保育所・認定こども園・児童館

本人

本人の父母

親戚

幼稚園

その他の家族

知人

その他

無効・無回答

n=11

総数

保育所・認定

こども園・児

童館

本人
本人の

父母
親戚 幼稚園

その他

の家族
知人 その他

無効・

無回答

父子世帯 11 7 2 1 1 0 0 0 1 0

（構成比） - 63.6% 18.2% 9.1% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0%
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図18－２ 小学校1～3年生のこどもの養育状況 

 

 

 

③ こどもの学習塾等の利用状況  

学習塾等の利用について、「通っていない」が81世帯（95.3%）、「通っている」は4世帯

（4.7%）となっている。 

通っていない理由としては「費用が高い」・「こどもが希望しない」が各27世帯（33.3%）

で最も多く、次いで「必要がない」が19世帯（23.5%）となっている。 

図19 こどもの学習塾等の利用状況 

 

 

31.6%

21.1%

18.4%

15.8%

5.3%

0.0%

7.9%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

学童保育・児童館

自宅にこどもだけでいる

自宅に大人といる

本人の父母の家

塾・習い事

友達の家

その他

無効・無回答

n=38

総数
学童保育

・児童館

自宅にこども

だけでいる

自宅に大

人といる

本人の

父母の家
塾・習い事 友達の家 その他

無効・

無回答

父子世帯 38 12 8 7 6 2 0 3 0

（構成比） - 31.6% 21.1% 18.4% 15.8% 5.3% 0.0% 7.9% 0.0%

95.3%

4.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通っていない

通っている

無効・無回答

n=85

総数 通っていない 通っている 無効・無回答

父子世帯 85 81 4 0

（構成比） 100.0% 95.3% 4.7% 0.0%
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図19－２ 学習塾等に通っていない理由 

 

 

 

④ こどもが病気の時の日中の看護者  

「本人」が41世帯（48.2%）で最も多く、次いで「本人の父母」が38世帯（44.7%）、「親

戚」が2世帯（2.4%）となっている。 

図20 こどもが病気の時の日中の看護者  

 

 
 

33.3%

33.3%

23.5%

8.6%

1.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

費用が高い

こどもが希望しない

必要がない

近くにない

その他

無効・無回答

n=81

総数 費用が高い
こどもが

希望しない
必要がない 近くにない その他 無効・無回答

父子世帯 81 27 27 19 7 1 0

（構成比） 100.0% 33.3% 33.3% 23.5% 8.6% 1.2% 0.0%

48.2%

44.7%

2.4%

1.2%

0.0%

0.0%

2.4%

1.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

本人

本人の父母

親戚

その他の家族

知人

病児一時保育所

その他

いない

無効・無回答

n=85

総数 本人
本人の

父母
親戚

その他

の家族
知人

病児一時

保育所
その他 いない

無効・

無回答

父子世帯 85 41 38 2 1 0 0 2 1 0

（構成比） 100.0% 48.2% 44.7% 2.4% 1.2% 0.0% 0.0% 2.4% 1.2% 0.0%
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⑤ こどもの進学希望  

「大学・大学院」が40世帯（47.1%）で最も多く、次いで「高校」が33世帯（38.8%）、

「専修学校・各種学校」が6世帯（7.1%）となっている。 

図21 こどもをどこまで進学させたいか 

 

 
（６） 福祉制度について 

① 福祉制度の利用  

「利用している・利用したことがある」と回答した割合が高いのは、「ひとり親家庭等医

療費助成」、「こどもの医療費助成」、「就学援助」となっている。 

「制度を知らなかった」と回答した割合が高いのは、「ひとり親家庭等日常生活支援事

業」、「母子父子寡婦福祉資金」、「学習支援」となっている。 

「今後利用したい」と回答した割合が高いのは、「大学入学時奨学金」、「学習支援」、

「母子父子寡婦福祉資金」となっている。 

図22 福祉制度の利用状況  

 

47.1%

38.8%

7.1%

2.4%

1.2%

0.0%

3.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大学・大学院

高校

専修学校・各種学校

短大

高等専門学校（高専）

中学校

その他

無効・無回答

n=85

総数
大学・

大学院
高校

専修学校・

各種学校
短大

高等専門学

校（高専）
中学校 その他

無効・

無回答

父子世帯 85 40 33 6 2 1 0 3 0

（構成比） 100.0% 47.1% 38.8% 7.1% 2.4% 1.2% 0.0% 3.5% 0.0%

対象者で

ない

知らな

かった

その他

（必要が

なかった

等）

①母子父子寡婦福祉資金 9.4% 5.9% 41.2% 9.4% 20.0% 34.1%

②ひとり親家庭等医療費助成 74.1% 3.5% 4.7% 3.5% 8.2% 14.1%

③ひとり親家庭等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣） 4.7% 3.5% 45.9% 14.1% 9.4% 31.8%

④母子家庭等就業・自立支援センター事業 2.4% 5.9% 37.6% 23.5% 9.4% 30.6%

⑤高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金 2.4% 3.5% 35.3% 21.2% 15.3% 37.6%

⑥大学入学時奨学金 1.2% 8.2% 28.2% 11.8% 34.1% 50.6%

⑦学習支援 2.4% 2.4% 40.0% 15.3% 22.4% 40.0%

⑧こども食堂 1.2% 3.5% 23.5% 38.8% 11.8% 32.9%

⑨こどもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く） 37.6% 0.0% 21.2% 8.2% 12.9% 32.9%

⑩就学援助 24.7% 8.2% 21.2% 8.2% 18.8% 37.6%

⑪福祉事務所 2.4% 0.0% 35.3% 27.1% 14.1% 35.3%

⑫児童相談所 9.4% 0.0% 21.2% 37.6% 11.8% 31.8%

⑬母子・父子自立支援員 0.0% 1.2% 27.1% 36.5% 11.8% 35.3%

⑭民生（児童）委員 3.5% 0.0% 27.1% 37.6% 10.6% 31.8%

⑮公共職業安定所（ハローワーク） 18.8% 0.0% 11.8% 35.3% 11.8% 34.1%

区分

利用してい

る・したこ
とがある

利用したことがない

今後利用

したい

無効・

無回答
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② ひとり親家庭にとって充実が必要な施策（*回答は 3 つ以内）  

「経済的支援の充実」が81.2%で最も多く、次いで「夜間・休日・病児、病後児保育の充

実」、「こどもの学習・教育支援の充実」が各23.5%となっている。 

図23 充実が必要な施策  

 

 

 

 

 

 

 

 

81.2%

23.5%

23.5%

22.4%

16.5%

11.8%

11.8%

9.4%

9.4%

9.4%

8.2%

4.7%

0.0%

2.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

経済的支援の充実

夜間・休日・病児、病後児保育の充実

こどもの学習・教育支援の充実

養育費確保支援の充実

住宅対策の支援

こどもの放課後対策の充実

ひとり親家庭同士の交流機会の充実

相談事業の充実

こどもの居場所の充実・支援

家事や介護の支援の充実

就業支援の充実

母子父子寡婦福祉団体等の支援

親子交流（面会交流）の支援

その他

無効・ 無回答

n=85

総数
経済的支援の

充実

夜間・休日・

病児、病後児

保育の充実

こどもの学

習・教育支援

の充実

養育費の

確保支援

の充実

住宅対策

の支援

こどもの

放課後対策

の充実

ひとり親家庭

同士の交流機

会の充実

相談事業

の充実

こどもの

居場所の

充実・支援

家事や介護の

支援の充実

就業支援

の充実

母子父子寡婦

福祉団体等の

支援

親子交流

（面会交流）

の支援

その他
無効・

無回答

父子世帯 85 69 20 20 19 14 10 10 8 8 8 7 4 0 2 0

（構成比） - 81.2% 23.5% 23.5% 22.4% 16.5% 11.8% 11.8% 9.4% 9.4% 9.4% 8.2% 4.7% 0.0% 2.4% 0.0%



（参考）養育者の状況

１　年齢

19歳以下
20～29歳

以下
30～39歳

以下
40～49歳

以下
50～59歳

以下
60～64歳

以下
65～69歳

以下
70歳以上

無効・
無回答 合計

0 0 0 0 0 1 2 0 0 3

４　世帯人員

１人 2人 3人 4人 5人 6人以上
無効・
無回答

合計

0 1 1 0 1 0 0 3

５　構成

本人
のみ

本人とこ
どものみ

本人と父
(母)のみ

本人と子
どもと父
(母)

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 3 0 3

６　家事育児

本人
家族で
協力

こども 親戚 家政婦 その他
無効・
無回答

合計

0 2 0 0 0 1 0 3

７　住宅

持家（本
人名義）

持家（そ
の他）

民間ア
パート
（借家）

公営住宅 社宅
母子生活
支援施設

その他
無効・
無回答

合計

3 0 0 0 0 0 0 0 3

７－１　公営住宅

希望する
（応募し
た経験あ
り）

希望する
（応募し
た経験な
し）

希望なし
無効・
無回答

合計

0 0 0 3 3

８　主な収入

本人の就
労収入

本人以外
の世帯員
の就労収

入

仕送り
年金・児
童扶養手
当等

財産収入 生活保護 その他
無効・
無回答

合計

1 0 0 1 0 0 1 0 3

９　健康状態

(風邪以外で)

通院あり
(風邪以外で)

入院あり
入院も通
院もなし

無効・
無回答

合計

2 1 0 0 3

10　ひとり親の期間

1年未満
1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上
5年未満

5年以上10
年未満

10年以上
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 3 0 0 3

11　ひとり親になった理由

遺棄・
行方不明

病死
交通事故

死
その他
の死亡

離婚 未婚 その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 1 0 2 0 3

11-１　養育費の取り決め

取り決めを
している

取り決めを
していない

無効・
無回答

合計

0 1 2 3

11-２　養育費受給

現在受け
ている

過去に受
けたが現
在はない

受けたこ
とがない

無効・
無回答

合計

0 0 0 3 3

11-３　養育費

1万円
未満

１～２万
円未満

２～３万
円未満

３～４万
円未満

４～５万
円未満

５～10万
円未満

10万円以
上

無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 3 3
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11-４　取り決めしていない理由

取り決めの交
渉がわずらわ

しい

相手に支払う
意思や能力が
ないと思った

相手に養育費
を請求できる
と思わなかっ

た

取り決めの交
渉をしたがま
とまらなかっ

た

現在交渉中ま
たは今後交渉

予定

相手と関わり
たくない

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 1 0 0 1

12　就労形態

【本業】

正社員・
正規職員・
会社役員

嘱託・
契約社員・
派遣社員

パート・アル
バイト・日雇
い・非常勤職

員

自営業（家族
従業者、内職
等含む）

その他
就労して
いない

無効・
無回答 合計

1 0 0 0 0 2 0 3

【副業】

正社員・
正規職員・
会社役員

嘱託・
契約社員・
派遣社員

パート・アル
バイト・日雇
い・非常勤職

員

自営業（家族
従業者、内職
等含む）

その他
就労して
いない

無効・
無回答 合計

0 0 0 0 0 0 3 3

12-１　職種

【収入第１位】

専門的職
業従事者

管理的職
業従事者

事務
従事者

販売
従事者

農業、林
業、漁業
従事者

保安職業
従事者

生産工程
従事者

運輸・機
械運転従
事者

建設・採
掘従事者

運搬・清
掃等事者

サービス
職業従事

者

その他
（在宅就
業者）

その他
（個人事
業主）

その他
（その
他）

無効・
無回答

合計

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

【収入第２位】

専門的職
業従事者

管理的職
業従事者

事務
従事者

販売
従事者

農業、林
業、漁業
従事者

保安職業
従事者

生産工程
従事者

運輸・機
械運転従
事者

建設・採
掘従事者

運搬・清
掃等事者

サービス
職業従事

者

その他
（在宅就
業者）

その他
（個人事
業主）

その他
（その
他）

無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

12-２　総収入

50万円
未満

50～100万
円未満

100～150
万円未満

150～200
万円未満

200～250
万円未満

250～300
万円未満

300～400
万円未満

400～500
万円未満

500～600
万円未満

600～700
万円未満

700～800
万円未満

800万円
以上

無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

13　雇用形態

【優先順位１位】

一定の収
入を得ら
れる

身分が安
定してい

る

家族を優
先したい

在宅勤務
ができる

自分の時
間確保

資格取得
他に選択
できない

自分の健
康上の理

由
その他

無効・
無回答

合計

1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 3

【優先順位２位】

一定の収
入を得ら
れる

身分が安
定してい

る

家族を優
先したい

在宅勤務
ができる

自分の時
間確保

資格取得
他に選択
できない

自分の健
康上の理

由
その他

無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3

14　資格特技

栄養士・
調理師

パソコン・
情報処理

経理事務 医療事務
理容師・
美容師

ホームヘル
パー・介護

福祉士

普通自動
車運転免

大型、第
二種運転
免許

看護師、
准看護師

理学療法
士、作業
療法士

語学 その他 特になし
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 3

15　困っていること

生活費 家事 住居
仕事・
職場

高齢者
の世話

医療費 健康 結婚 子育て その他 特になし
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 1 0 3 1 0 0 5

15-１　子育てについて困っていること

しつけ 教育 進学 就職 非行 健康
発達・障
がい

友人関係
食事・
栄養

学校・
保育所

その他
無効・
無回答

合計

1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 0 13

16　相談相手

家族 親戚
友人・知
人・上司

民生（児
童）委員

公的機関
学校の
先生

母子寡婦
福祉会

自分で
解決

その他
相談相手
なし

無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3
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17　こどもの就学・就労状況

小学校
入学前

小学校 中学校 高校
高等専門学

校
短大 大学

専修学校・
各種学校 就労 その他

無効・
無回答

合計

0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 3

18　入学前の養育

本人
保育所・
児童館

幼稚園
本人の
父母

その他の
家族

親戚 知人 その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19　小学校1～3年生の養育

自宅に大
人といる

自宅にこ
どもだけ
でいる

本人の父
母の家

友達の家
学童保
育、児童

館

塾・習い
事

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0

20　学習塾

通って
いる

通って
いない

無効・
無回答

合計

1 2 0 3

20-１　通っていない理由

費用が
高い

近くに
ない

こどもが
希望しな

い

必要が
ない

その他
無効・
無回答

合計

1 0 0 1 0 0 2

21　こどもが病気の時の日中の看護

本人
本人の
父母

その他の
家族

親戚 知人
病児一時
保育所

その他 いない
無効・
無回答

合計

0 0 1 0 0 0 2 0 0 3

22　進学

中学校 高校
高等専門
学校

（高専）
短大

専修学校
各種学校

大学・
大学院

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 3 0 0 3

23　福祉制度の利用状況

①母子寡婦福祉資金

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

②ひとり親家庭等医療費助成事業

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

2 0 0 0 0 1 3

③ひとり親等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣）

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

④母子家庭等・自立支援センター事業

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

⑤高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3
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⑥大学入学時奨学金

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

⑦学習支援

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

⑧こども食堂

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

⑨こどもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く）

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

1 0 0 1 0 1 3

⑩就学援助

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

⑪福祉事務所

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 0 0 1 0 2 3

⑫児童相談所

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

1 0 0 0 0 2 3

⑬ 母子・父子自立支援員

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 2 3

⑭民生（児童）委員

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

1 0 0 0 0 2 3

⑮公共職業安定所（ハローワーク）

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 0 0 1 0 2 3

24　充実が必要な施策

相談事業
の充実

経済的支
援の充実

就業支援
の充実

夜間・休
日・病児、
病後児保育

の充実

こどもの
放課後対
策の充実

こどもの
学習・教
育支援の
充実

こどもの
居場所の
充実・支

援

家事や介
護の支援
の充実

養育費の
確保支援
の充実

親子交流
（面会交
流）の支
援

ひとり親
家庭同士
の交流機
会の充実

母子父子
寡婦福祉
団体等の
支援

住宅対策
の支援

その他
無効・
無回答

合計

0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 4
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（参考）寡婦の状況

１　年齢

19歳以下
20～29歳

以下
30～39歳

以下
40～49歳

以下
50～59歳

以下
60～64歳

以下
65～69歳

以下
70歳以上

無効・
無回答 合計

0 0 0 2 10 2 0 0 0 14

４　世帯人員

１人 2人 3人 4人 5人 6人以上
無効・
無回答

合計

6 3 2 3 0 0 0 14

５　構成

本人
のみ

本人とこ
どものみ

本人と父
(母)のみ

本人と子
どもと父
(母)

その他
無効・
無回答

合計

3 6 2 1 2 0 14

６　家事育児

本人
家族で
協力

こども 親戚 家政婦 その他
無効・
無回答

合計

9 5 0 0 0 0 0 14

７　住宅

持家（本
人名義）

持家（そ
の他）

民間ア
パート
（借家）

公営住宅 社宅
母子生活
支援施設

その他
無効・
無回答

合計

5 5 3 0 0 0 1 0 14

７－１　公営住宅

希望する
（応募し
た経験あ
り）

希望する
（応募し
た経験な
し）

希望なし
無効・
無回答

合計

0 1 13 0 14

８　主な収入

本人の就
労収入

本人以外
の世帯員
の就労収

入

仕送り
年金・児
童扶養手
当等

財産収入 生活保護 その他
無効・
無回答

合計

11 1 0 1 0 1 0 0 14

９　健康状態

(風邪以外で)

通院あり
(風邪以外で)

入院あり
入院も通
院もなし

無効・
無回答

合計

6 1 7 0 14

10　ひとり親の期間

1年未満
1年以上
2年未満

2年以上
3年未満

3年以上
5年未満

5年以上10
年未満

10年以上
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 2 12 0 14

11　ひとり親になった理由

遺棄・
行方不明

病死
交通事故

死
その他
の死亡

離婚 未婚 その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 10 3 1 0 14

11-１　養育費の取り決め

取り決めを
している

取り決めを
していない

無効・
無回答

合計

4 6 0 10

11-２　養育費受給

現在受け
ている

過去に受
けたが現
在はない

受けたこ
とがない

無効・
無回答

合計

2 2 0 10 14

11-３　養育費

1万円
未満

１～２万
円未満

２～３万
円未満

３～４万
円未満

４～５万
円未満

５～10万
円未満

10万円以
上

無効・
無回答

合計

0 0 1 3 0 0 0 0 4
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11-４　取り決めしていない理由

取り決めの交
渉がわずらわ

しい

相手に支払う
意思や能力が
ないと思った

相手に養育費
を請求できる
と思わなかっ

た

取り決めの交
渉をしたがま
とまらなかっ

た

現在交渉中ま
たは今後交渉

予定

相手と関わり
たくない

その他
無効・
無回答

合計

1 2 0 1 0 1 1 0 6

12　就労形態

【本業】

正社員・
正規職員・
会社役員

嘱託・
契約社員・
派遣社員

パート・アル
バイト・日雇
い・非常勤職

員

自営業（家族
従業者、内職
等含む）

その他
就労して
いない

無効・
無回答 合計

7 1 3 0 1 2 0 14

【副業】

正社員・
正規職員・
会社役員

嘱託・
契約社員・
派遣社員

パート・アル
バイト・日雇
い・非常勤職

員

自営業（家族
従業者、内職
等含む）

その他
就労して
いない

無効・
無回答 合計

0 0 0 0 0 0 14 14

12-１　職種

【収入第１位】

専門的職
業従事者

管理的職
業従事者

事務
従事者

販売
従事者

農業、林
業漁業従
事者

保安職業
従事者

生産工程
従事者

運輸・機
械運転従
事者

建設・採
掘従事者

運搬・清
掃等事者

サービス
職業従事

者

その他
（在宅就
業者）

その他
（個人事
業主）

その他
（その
他）

無効・
無回答

合計

0 0 8 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 12

【収入第２位】

専門的職
業従事者

管理的職
業従事者

事務
従事者

販売
従事者

農業、林
業、漁業
従事者

保安職業
従事者

生産工程
従事者

運輸・機
械運転従
事者

建設・採
掘従事者

運搬・清
掃等事者

サービス
職業従事

者

その他
（在宅就
業者）

その他
（個人事
業主）

その他
（その
他）

無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 12

12-２　総収入

50万円
未満

50～100万
円未満

100～150
万円未満

150～200
万円未満

200～250
万円未満

250～300
万円未満

300～400
万円未満

400～500
万円未満

500～600
万円未満

600～700
万円未満

700～800
万円未満

800万円
以上

無効・
無回答

合計

0 1 0 3 2 2 3 0 1 0 0 0 0 12

13　雇用形態

【優先順位１位】

一定の収
入を得ら
れる

身分が安
定してい

る

家族を優
先したい

在宅勤務
ができる

自分の時
間確保

資格取得
他に選択
できない

自分の健
康上の理

由
その他

無効・
無回答

合計

10 0 1 0 0 0 0 3 0 0 14

【優先順位２位】

一定の収
入を得ら
れる

身分が安
定してい

る

家族を優
先したい

在宅勤務
ができる

自分の時
間確保

資格取得
他に選択
できない

自分の健
康上の理

由
その他

無効・
無回答

合計

0 5 2 0 0 0 2 0 0 5 14

14　資格特技

栄養士・
調理師

パソコン・
情報処理

経理事務 医療事務
理容師・
美容師

ホームヘル
パー・介護

福祉士

普通自動
車運転免

大型、第
二種運転
免許

看護師、
准看護師

理学療法
士、作業
療法士

語学 その他 特になし
無効・
無回答

合計

2 8 2 2 1 1 0 1 0 1 5 1 4 0 28

15　困っていること

生活費 家事 住居
仕事・
職場

高齢者
の世話

医療費 健康 結婚 子育て その他 特になし
無効・
無回答

合計

9 0 0 2 2 0 3 0 2 1 2 0 21

15-１　子育てについて困っていること

しつけ 教育 進学 就職 非行 健康
発達・障
がい

友人関係
食事・
栄養

学校・
保育所

その他
無効・
無回答

合計

1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

16　相談相手

家族 親戚
友人・知
人・上司

民生（児
童）委員

公的機関
学校の
先生

母子寡婦
福祉会

自分で
解決

その他
相談相手
なし

無効・
無回答

合計

6 0 6 0 0 0 1 4 0 2 0 19

 － 44 －



18　入学前の養育

本人
保育所・
児童館

幼稚園
本人の
父母

その他の
家族

親戚 知人 その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19　小学校1～3年生の養育

自宅に大
人といる

自宅にこ
どもだけ
でいる

本人の父
母の家

友達の家
学童保
育、児童

館

塾・習い
事

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0

20　学習塾

通って
いる

通って
いない

無効・
無回答

合計

0 0 14 14

20-１　通っていない理由

費用が
高い

近くに
ない

こどもが
希望しな

い

必要が
ない

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 14 14

21　こどもが病気の時の日中の看護

本人
本人の
父母

その他の
家族

親戚 知人
病児一時
保育所

その他 いない
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 0 0 0 14 14

22　進学

中学校 高校
高等専門
学校

（高専）
短大

専修学校
各種学校

大学・
大学院

その他
無効・
無回答

合計

0 0 0 0 0 3 0 14 17

23　福祉制度の利用状況

①母子寡婦福祉資金

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

3 0 3 3 0 5 14

②ひとり親家庭等医療費助成事業

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

11 1 0 2 0 0 14

③ひとり親等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣）

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

0 2 2 4 2 6 14

④母子家庭等・自立支援センター事業

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

4 1 1 3 2 5 14

⑤高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

1 1 3 3 2 6 14

⑥大学入学時奨学金

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

2 1 3 3 2 5 14
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⑦学習支援

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

3 1 4 3 1 3 14

⑧こども食堂

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

2 1 1 6 0 4 14

⑨こどもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く）

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

6 0 2 2 0 4 14

⑩就学援助

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

8 0 1 3 0 2 14

⑪福祉事務所

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

1 0 3 6 0 4 14

⑫児童相談所

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

2 1 0 7 0 4 14

⑬ 母子・父子自立支援員

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

3 0 3 4 0 4 14

⑭民生（児童）委員

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

3 0 3 3 1 5 14

⑮公共職業安定所（ハローワーク）

利用したこ
とがある

対象者で
はない

知らな
かった

その他
（必要が
ない等）

今後利用
したい

無効・
無回答

合計

9 0 0 2 1 3 14

24　充実が必要な施策

相談事業
の充実

経済的支
援の充実

就業支援
の充実

夜間・休
日・病児、
病後児保育

の充実

こどもの
放課後対
策の充実

こどもの
学習・教
育支援の
充実

こどもの
居場所の
充実・支

援

家事や介
護の支援
の充実

養育費の
確保支援
の充実

親子交流
（面会交
流）の支
援

ひとり親
家庭同士
の交流機
会の充実

母子父子
寡婦福祉
団体等の
支援

住宅対策
の支援

その他
無効・
無回答

合計

1 9 1 3 4 3 2 3 3 0 1 1 4 0 0 35
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Ⅲ 自由記述 

 

自由記述欄に記載のあった 315 件について内容別に整理し、一部を抜粋・要約して記載している。 

（１）経済的支援について（141件） 

(生活費) 

・多子・ひとり親世帯の経済的負担等を緩和して欲しい。 

・こども○人目という括りで支援を拡充するのではなく、1人、2人の中高生にも目を向けて欲しい。 

・物価が上がるも給料は上がらず、生活が苦しくなってきている。進学させてあげたいが、大学入学

となると、自分が副業せざるを得なくなる。経済的な支援は必須であるのに、母子家庭への支援は

まだまだ充分ではないと思っている。 

・賛否両論あるとは思うが、私のような障害者でひとり親家庭は、どれだけ頑張っても思ったように

賃金が上がらない。低所得者は、給付金でだいぶ助けられている。 

・こどもに発達障害があり、支援は受けているものの、教材費などの負担がある。その負担がなくな

ってくれたら嬉しい。 

・収入が安定しないひとり親への経済的支援を拡充して欲しい。民間企業へのシングルマザー雇用推

進（協力会社への何かしらの優遇措置、「くるみん」・「えるぼし」以外に会社の利益につながる

ような）、学ぶ（資格でも、資産形成でも）機会を作るための時間の提供（家事代行やこどもの見

守り、子連れ参加型）など。 

(児童扶養手当) 

・こどもとの時間を減らしてまで仕事を頑張って収入を上げる程に、児童扶養手当等の支援が少なく

なっていく。頑張り損だと思うような制度の構造を変えることは出来ないのか。 

・児童扶養手当は有難いが、1人目が全部支給で2人目以降の加算額は少ない。2人目以降も1人目と同

じ額にして欲しい。児童手当も、高校生はお金がかかるため増額して欲しい。 

・世帯収入に関わらず手当を支給して欲しい。きょうだいと一緒に住んでいるからといって支給を受

けられないのは困る。 

・所得に応じて度々児童扶養手当の金額に変動があるのは困る。契約しているこどもの教育資金や保

険、生活費に影響があり、常に落ち着かない。児童手当のように所得制限なしの定額にして頂くと

とても助かる。 

 

(２) 子育て・就学について（81件） 

(進学費用) 

・ひとり親家庭はこどもの教育費まで手が回らず、教育格差を感じる。学習支援として場を設けてい

ることは知っているが、その場所まで子を送迎する時間の余裕がないため利用できなかった。こど

も本人の希望で大学受験のために塾へ通わせているが、家計がかなり厳しくなっている。いくつか

の助成金に申し込んだが、全国規模のため書類審査で不採用が何度もあった。「大阪市習い事・塾

代助成事業」「福岡市習い事応援事業」のような助成、または「東京都受験生チャレンジ支援貸付

事業」を青森でも設けて欲しい。 

・今後大学進学するこどもが増えていく事を考えると、給付型奨学金の金額を増やすか、私立大学の
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授業料免除額上乗せ等を国だけでなく県独自で実施して欲しい。 

・奨学金を借りる際の手続きが煩雑だ。借りたいと思っていても躊躇している人が多数いるのではと

思う。今後、手続きの簡略化と増額を検討して欲しい。 

・高校生までは教育に関しての経済的な支援が充実しているが、大学進学後にかかる教育費や住居費

用がかなりの負担となっているので、教育費の無償化や給付金制度などを充実させて欲しい。 

(養育環境) 

・冬期間、中学校はスクールバスが出るが、春から秋にかけてはスクールバスが無いため、悪天候の

日は送迎が必要になる。協力者がいない家庭では送迎できないこともあり、大変だ。一年通してス

クールバスを出して欲しい。 

・学校への送迎（帰り）のため自分の仕事の時間を調整せざるを得ない状況にある。部活に参加して

いる為、帰る頃には利用できる交通手段(スクールバス、公共交通機関)がない。また、スクールバ

スの利用を希望したとしても朝のみの利用で金額が満額となると利用するのをためらってしまう。 

・こどもが高校生になり、通学するのに交通の便がとても不便でバス料金も高い。奨学金を借りてい

るが、奨学金だけでは片道分しか賄えない。県でも市町村でも、少しでも通学などに不便なところ

には援助して欲しい。 

・こどもが不登校であるためフリースクールなどの支援があればと思う。 

・部活動がクラブ化すると保護者の見守りや送迎が必須となる。ひとり親は仕事の都合や他に支援を

頼める人も少ないため、親の都合でこどもを部活動（クラブ）に参加させられないことが多い。サ

ポートや金銭的余裕がある家庭のみ部活動に参加することになっていくように感じる。義務教育時

期だけでも、こどもが好きなスポーツに取り組めるようにして欲しい。 

・こどもに様々な体験をさせてあげたいが、ひとりでは連れていける所も限られ、経済的な負担も大

きい。ひとり親でもこどもに多くの楽しい体験をさせたい。 

・かかりつけの小児科が閉院し困っている。 

・こどもが病気のため県外の医療機関に通院している。医療格差を解消して欲しい。 

・学業・学習助成、学習支援が不足している。 

・育児に疲れた時などにこどもを預けられるところがあると助かる。施設などはハードルが高く、な

かなか利用できない。 

・日曜日、祝日のこどもの預け先がない。 

 

（３） 住宅について（26件） 

・公営住宅の母子家庭優先度を高めて欲しい。毎年申し込んでも順番が回ってこずにまた次の年に申

し込んでの繰り返し。民間のアパートは家賃が高く生活が大変。 

・公営住宅をもっと増やして欲しい。 

・公営住宅の学区が偏っている。 

・現在公営住宅に住んでいるが、こども達が大学進学で家を離れることから、単身世帯になるため、

公営住宅を出なければいけないのではないかと心配。こども達が大学卒業後も教育ローンの支払いが

続く上に今の家賃以上にアパート代がかかると、生活できるか不安だ。 

・住宅費の一部補助があればと思う。 
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（４） 就労について（24件） 

・少人数の職場ではこどもが体調不良のときの急な通院や休みが言いにくい。結果、高齢の父母に頼

まざるを得ない。 

・こどもが小さかったり発達度合いによってはかなり限られた働き方しかできないので、自由な働き

方ができる所がもっと多いといいと思う。 

・職場では父子家庭の生活状況(登校時の見送り、夜はなるべく定時で帰り家事育児を優先すること)

が理解されず、残業、休日出勤、出張などの仕事が出来ないことにも理解が得られない。次第に、

職場で居づらくなり、職場を変えてもやはり働きにくい。 

・在宅ワークを希望しているが、近隣には在宅勤務できる環境がない。 

・子育てをしながら働かなければならない家庭があることを理解している企業が増えると、男女を問

わずキャリアを積んで自立する世帯が増えるのではないかと思う。 

 

（５） 公共機関に関すること（18件） 

・子育てに関する相談窓口は土日祝日も開設して欲しい。 

・支援施設などに地域格差がある。大きい市ばかりでなく小さな市や町にも作って欲しい。 

・こどもが遊べる施設・公園・遊具が近くにない。 

・各種手続きがWEBでできるようにならないか。 

 

（６） 制度について（16件） 

・一定の収入があることにより利用できる支援メニューが限定される。低所得者以外でも必要な時に

は家事支援や相談支援などが利用できるようにならないか。 

・こどもに病気がありこどもの将来が心配である。珍しい病気のため、受診できる病院、処方薬も限

られており、周囲に病気であることを理解してもらうことも難しい。自立支援など充実させて欲し

い。 

・ひとり親医療費助成制度について親の医療費も現物給付にして欲しい。償還払いでは、医療費を一

旦支払う必要があるが、その医療費が払えない。受診しないままでは手遅れにもなり得るので、ひ

とり親の親の医療費も無償化したほうが病院に行きやすくなると思う。 

 

（７） その他（36件） 

・こどもと性別が違うので一緒に温泉に行けない。小学低学年でありまだ1人で入浴させるのは不安。 

・性についての教え方に悩む、分からないことがある。 

・検診以外で、助産師さんや保健師さん等と年一回でも相談できる場があったら嬉しい。 

・父子家庭が周囲にいないので、交流ができない。 

・子育て中の親が交流する場が欲しい。 

・ひとり親の出会う場所があればいい。 

・電話相談など、予約制ではなくいつでも電話できる体制を整えて欲しい。 

・ひとり親家庭のなかには、親族からの理解や支援が得られない家庭もある。そのような家庭の方が

相談や支援を受けやすい環境が必要だ。 
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・養育費の取り決めをしたが、全く支払われず、強制執行も効果がなかった。養育費があれば、こど

もたちの教育や毎日の食事ももっと良くなるのにと毎日悲しくなる。 

・養育費を確実に受け取ることができる制度や、必ず養育費を支払うような仕組みを作って欲しい。 

・「ひとり親」という呼び方について、離れて暮らしているにしても親は1人ではないので違和感を感

じる。孤独な印象を受ける。 

・母子家庭に対する支援は拡充されているが寡婦に対しての支援はなく老後が不安。 

・非正規雇用のため低収入と低年金の現状にある。自力で頑張ることも必要だが、寡婦に対する支援

が拡充されたらと思う。 
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～アンケート調査ご協力のお願い～ 

                                                         

 この調査は、母子世帯、父子世帯、養育者世帯及び寡婦の方を対象として、生活状況
や困っていること、また、県や市町村にどのようなご意見・ご要望をお持ちなのかを５
年に１度お聞きして、ひとり親家庭等支援施策の推進のための基礎資料を得ることを目
的に県が実施するものです。ぜひご協力をお願いします。 
 この調査は、県内にお住まいの児童扶養手当受給者から無作為に抽出した結果をもと
に実施しています。 
 アンケートは無記名です。ご回答いただいたアンケートは、すべて統計的に処理し、
本調査の目的以外に使用することは決してありません。どうぞありのままをお答えくだ
さい。 
 
 

〈ご案内〉 
１ この調査は、封筒のあて名の方が令和６年９月１日現在の状況についてお答えくださ

い。 
２ この調査は、ウェブアンケート形式です。パソコンやスマートフォンなどからお答え

ください。（通信料は回答される方のご負担となりますので、ご了承ください） 
回答に当たっては、別添の「ウェブアンケート回答方法のご案内」をご確認ください。 

３ 質問によって、お答えいただく方が限られる場合があります。注意書きに従ってご回
答ください。 

４ 回答期間 
  令和６年９月 10 日（火）～令和６年 9 月 25 日（水）  

 
調査にご協力いただいた方の中から、抽選で 400 名様にデジタルギフト 500 円分を進

呈します。 
アンケート終了後にお申し込みください。 

 
    

 

                          
 

 

 

 

 

青森県親子等生活実態調査 

【調査に関する問い合わせ先】 
  青森県こども家庭部こどもみらい課家庭支援グループ 
      電 話  ０１７－７３４－９２９５ 
    ＦＡＸ  ０１７－７３４－８０９１ 
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【あなたとあなたの世帯についてお聞きします】 

問１  あなたの年齢をお答えください。（１項目を選択） 

 

 

問２  あなたがお住まいの市町村名をお書きください。 

                                     市 町 村 

   

問３  あなたの世帯は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

  

【参考】世帯について 

母子世帯：配偶者のいない女子と、その女子に扶養されている 20 歳未満のこどもからなる世帯 

   父子世帯：配偶者のいない男子と、その男子に扶養されている 20 歳未満のこどもからなる世帯 

   養育者世帯：父母のいないこどもだけの世帯、又はそのこどもを養育しているものによって構成される世帯 

   寡婦：65 歳（令和６年９月 1 日現在）未満の配偶者のいない女子で、かつて母子世帯としてこどもを扶養 

していた方 

 

問４  あなたと生計をともにしている家族はあなたを含めて何人ですか。（数字を記入） 

 

 

問５ あなたの家族構成は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

 

問６  あなたの世帯で、家事（育児、炊事、掃除、買い物など）を主に担っているのは誰ですか。 

（１項目を選択） 

 

  

問７  あなたの住居の状況は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

１． 19歳以下 ２． 20～29歳以下 ３． 30～39歳以下

４． 40～49歳以下 ５． 50～59歳以下 ６． 60～64歳以下

７． 65～69歳以下 ８． 70歳以上

１．母子世帯 ２．父子世帯 ３．養育者世帯 ４．寡婦

１． あなたのみ ２． あなたとこどものみ ３． あなたと父（母）のみ

４． あなたとこどもと父（母）のみ ５． その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

１． あなた ２． 家族で協力 ３． こども

４． 親戚 ５． 家政婦 ６． その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

１． 持家（本人名義）　 ２． 持家（その他）　 ３． 民間アパート（借家）

４． 公営住宅 ５． 社宅 ６． 母子生活支援施設

７． その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

            人 
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   問７で「４．公営住宅」と答えた方以外の方のみお答えください。（「４．公営住宅」と答えた方は問８へ） 

   問７－１ 公営住宅の入居の希望はありますか。（１項目を選択） 

 

 

問８  あなたの世帯の主な収入は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

 

問９  あなたの過去 1 年間の健康状態は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

 

【ひとり親になった時の状況についてお聞きします】 

問１０  ひとり親世帯等になってからの期間はどのくらいですか。（１項目を選択） 

 

 

問１１  ひとり親世帯等になった理由は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

       問１１－１へお進みください 

   問１１で「５．離婚」と答えた方のみお答えください。 （それ以外の方は問１２へ）  

   問１１－１  お子さんの養育費の取り決め状況は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

      問１１－２へお進みください            問１１－４へお進みください 

   問１１－１で「１．取り決めをしている」と答えた方のみお答えください。 

   問１１－２  お子さんの養育費の受給状況は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

          問１１－３へお進みください             問１２へお進みください 

   問１１－２で「１．現在受けている」「２．過去に受けたが現在はない」と答えた方のみお答えください。 

１． 希望する（応募した経験あり） ２． 希望する（応募した経験なし）

３． 希望しない

１． あなたの就労収入　 ２． あなた以外の世帯員の就労収入　 ３． 仕送り　

４． 年金・児童扶養手当等 ５． 財産収入 ６． 生活保護

７． その他（　　　　　　　　　　）

１． （風邪以外で）通院あり ２． （風邪以外で）入院あり ３． 入院も通院もなし

１． １年未満 ２． １年以上２年未満 ３． ２年以上３年未満

４． ３年以上５年未満 ５． ５年以上10年未満 ６． 10年以上

１． 遺棄・行方不明 ２． 病死 ３． 交通事故死 ４． その他の死亡

５． 離婚 ６． 未婚 ７． その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

１． 取り決めをしている ２． 取り決めをしていない

１． 現在受けている ２． 過去に受けたが現在はない ３． 受けたことがない
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    問１１－３  養育費の月額は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

 

   問１１－１で「２．取り決めをしていない」と答えた方のみお答えください。 

   問１１－４ 養育費の取り決めをしていない主な理由は何ですか。（１項目を選択） 

      

    

【あなたのお仕事についてお聞きします】 

問１２  あなたの現在の就労形態は次のどれに当たりますか。 

（副業がある場合は、本業も含めて収入の高い順に２項目を選択） 

  

  問１２で「１～５」と答えた方のみお答えください。（「6.就労していない」と答えた方は問１３へ） 

  問１２－１  あなたの職種は次のどれに当たりますか。 

（副業がある場合は、本業も含めて収入の高い順に２項目を選択）

  

１． １万円未満 ２． １～２万円未満 ３． ２～３万円未満　

４． ３～４万円未満 ５． ４～５万円未満 ６． ５～10万円未満

７． 10万円以上

１． 取り決めの交渉がわずらわしい ２． 相手に支払う意思や能力がないと思った

３． 相手に養育費を請求できると思わなかった ４． 取り決めの交渉をしたがまとまらなかった

５． 現在交渉中又は今後交渉予定 ６． 相手と関わりたくない

７． その他（　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　）

１． 正社員・正規職員・会社役員 ２． 嘱託・契約社員・派遣社員

３． パート・アルバイト・日雇い・非常勤職員 ４． 自営業（家族従業者、内職、自由業、フリーランスを含む)

５． その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ６． 就労していない

１． 専門的職業従事者（医師、看護師、保健師、保育士、教員など資格を有するもの）

２． 管理的職業従事者（会社や団体の役員など）

３． 事務従事者（企業・官公庁における一般事務など）

４． 販売従事者（商品の販売、店員、レジスター係、セールス、小売・卸売店主など）

５． 農業、林業、漁業従事者（農耕、造園師、育林、水産養殖従事者など）

６． 保安職業従事者（警察官、消防士、自衛官、警備員、交通誘導員など）

７． 生産工程従事者（製造、加工、修理従事者など）

８． 運輸・機械運転従事者（バス・タクシー等の運転手、フォークリフト運転手など）

９． 建設・採掘従事者（建設、電気、土木作業従事者など）

10． 運搬・清掃等従事者（郵便配達員、清掃員、ハウスクリーニング職など）

11． サービス職業従事者（飲食店、理容・美容店などの接客やホームヘルパーなど）

12． その他

12－1． 在宅就業者

12－2． 個人事業主

12－3． その他（　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　）
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問１２で「１～５」と答えた方のみお答えください。（「6.就労していない」と答えた方は問１３へ） 

  問１２－２  あなたの年間の総収入は次のどれに当たりますか。（１項目を選択） 

       （税込額、各種手当やボーナス、児童扶養手当、年金、養育費、生活保護費等を含む） 

 

 

  （※ 問 13 は全ての方がお答えください。） 

問１３  現在の就労形態を選択した理由は何ですか。（優先順位を付けて２項目を選択） 

 

    

問１４  今後、あなたが身につけたい資格・特技は何ですか。（３項目以内を選択）     

 

 

【生活全般についてお聞きします】 

問１５  現在、困っていること、悩みごとはありますか。（２項目以内を選択） 

 
                                       「９．子育て」と答えた方は 問１５－１へ 

 

問１５で「９．子育て」と答えた方のみお答えください。 （それ以外の方は問１６へ） 

問１５－１  子育てについて困っていることについて、当てはまるものすべてを選択してください。 

１． 50万円未満 ２． 50～100万円未満 ３． 100～150万円未満

４． 150～200万円未満 ５． 200～250万円未満 ６． 250～300万円未満

７． 300～400万円未満 ８． 400～500万円未満 ９． 500～600万円未満

10． 600～700万円未満 11． 700～800万円未満 12． 800万円以上

１． 一定の収入を得られる

２． 身分が安定している

３． 育児・家事・介護・看護など家族を優先したい　又は　優先しなければならない

４． 在宅勤務ができる

５． 自分のための時間を確保したい　

６． 資格を取得したい

７． 他に選択できない（自営業、他に適当な職場がない等）

８． 自分の健康上の理由

９． その他（ ）

１． 栄養士・調理師 ２． パソコン・情報処理 ３． 経理事務

４． 医療事務 ５． 理容師・美容師 ６． ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟー ・介護福祉士

７． 普通自動車運転免許 ８． 大型、第二種運転免許 ９． 看護師、准看護師

10． 理学療法士、作業療法士 11． 語学 12． その他（　　　　　　　　　　　　）

13． 特になし

１． 生活費 ２． 家事 ３． 住居

４． 仕事・職場 ５． 高齢者の世話 ６． 医療費

７．  健康 ８． 結婚 ９． 子育て

10． その他（　　　　　　　　　　　　　　） 11． 特になし
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（※ 問 16 は全ての方がお答えください。） 

問１６  悩みごとの相談相手は誰ですか。（２項目以内を選択） 

 

 

【お子さんの状況についてお聞きします】 

問１７から問２２は、母子世帯、父子世帯、養育者世帯の方のみお答えください。 

問１７  あなたのお子さん（令和６年９月 1 日現在で２０歳未満の者に限る。）の生年月を記入し、就学・就

労状況欄の当てはまるもの１項目を選択してください。 

 

 

 

 

１． しつけ ２． 教育 ３． 進学

４． 就職 ５． 非行 ６． 健康

７． 発達・障がい ８． 友人関係 ９． 食事・栄養

10． 学校・保育所との関係 11. その他（　　　　　　　　　　　　　　）

１． 家族 ２． 親戚

３． 友人・知人・上司 ４． 民生（児童）委員

５． 公的機関（福祉事務所、市町村役場、児童相談所等）　 ６． 学校の先生

７． 母子寡婦福祉会 ８． 自分で解決する

９． 10． 相談相手なしその他　( 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

平成
令和

平成
令和

平成
令和

平成
令和

平成
令和

平成
令和

01　小学校入学前　02　小学校　03 中学校

04　高校　　05　高等専門学校　　06 短大

07　大学　　08　専修学校・各種学校

09　就労　　10　その他

年 月 生

01　小学校入学前　02　小学校　03 中学校

04　高校　　05　高等専門学校　　06 短大

07　大学　　08　専修学校・各種学校

09　就労　　10　その他

年 月 生

01　小学校入学前　02　小学校　03 中学校

04　高校　　05　高等専門学校　　06 短大

07　大学　　08　専修学校・各種学校

09　就労　　10　その他

年 月 生

01　小学校入学前　02　小学校　03 中学校

04　高校　　05　高等専門学校　　06 短大

07　大学　　08　専修学校・各種学校

09　就労　　10　その他

年 月 生

01　小学校入学前　02　小学校　03 中学校

04　高校　　05　高等専門学校　　06 短大

07　大学　　08　専修学校・各種学校

09　就労　　10　その他

年 月 生

生年月 就学・就労状況

01　小学校入学前　02　小学校　03 中学校

04　高校　　05　高等専門学校　　06 短大

07　大学　　08　専修学校・各種学校

09　就労　　10　その他

年 月 生
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「小学校入学前」のお子さんを養育している方のみお答えください。 

問１８  日中や仕事中、お子さんの面倒をみているのは誰ですか。（複数の場合は主なもの２項目を選択） 

   

 

小学校１～３年生のお子さんを養育している方のみお答えください。 

問１９  放課後、お子さんはどのように過ごしていますか。（複数の場合は主なもの２項目を選択） 

 

（※ 問２０から問２２はお子さんの年齢に関わりなく、母子世帯、父子世帯、養育者世帯の方はお答えくだ

さい。） 

問２０  お子さんは学習塾等に通っていますか。（家庭教師等を含む。）（１項目を選択） 

 

                                                問２０－１へお進みください。 

  問２０で「２．通っていない」と答えた方のみお答えください。（「１．通っている」と答えた方は問２１へ） 

  問２０－１  学習塾等に通っていない理由は何ですか。（１項目を選択） 

     

 

問２１  お子さんが病気の時の日中の看護者は誰ですか。（１項目を選択）   

 

 

問２２  あなたは、お子さんをどこまで進学させたいと考えていますか。（１項目を選択）   

  

 

 

 

１． あなた ２． 保育所・認定こども園・児童館　

４． あなたの父母 ５． その他の家族 ６． 親戚

７． 知人 ８． その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３． 幼稚園

１． 自宅に大人といる ２． 自宅にこどもだけでいる ３． あなたの父母の家

４． 友達の家　 ５． 学童保育、児童館　 ６． 塾・習い事　

７． その他（　　　　　　　　　　　　　　　） 

１． 通っている ２． 通っていない

１． 費用が高い ２． 近くにない

３． こどもが希望しない ４． 必要がない

５． その他（　　　　　　         　　　　　　　　　）　

１．あなた ２． あなたの父母 ３． その他の家族 ４． 親戚

５． 知人 ６． 病児一時保育所 ７． その他（　　　　　　　　　　） ８． いない

１．中学校 ２． 高校 ３． 高等専門学校（高専） ４． 短大

５． 専修学校・各種学校 ６． 大学・大学院 ７． その他（　　　　　　　　　　）
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【各種制度等の利用状況についてお聞きします】 

（※ 問２３は全ての方がお答えください。） 

問２３  次の福祉制度や相談機関の利用状況について、１から４の該当する番号を選択してください。ま

た、「今後利用したい」制度があれば５も選択してください。  

 

    

【福祉制度や相談機関の説明】 

①母子父子寡婦福祉資金 
 ・母子家庭、父子家庭、寡婦及び父母のないこどもに対して修学資金等の各種資金の貸付を行う制度 

②ひとり親家庭等医療費助成事業 
 ・母子家庭、父子家庭及び父母のないこどもの医療費の自己負担分を市町村が助成する制度 

③ひとり親家庭等日常生活支援事業 
 ・母子家庭、父子家庭及び寡婦が、修学や傷病等のために一時的に生活援助や保育サービスが必要な場合

等に家庭生活支援員を派遣する制度 

④母子家庭等就業・自立支援センター事業 
 ・ひとり親家庭を対象に、各種相談（就業・法律・一般等）対応、介護職員初任者研修等の就業支援講習会の

開催、就業情報の提供などの支援を行う事業 

⑤高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金 
 ・高等職業訓練促進給付金：ひとり親家庭の父又は母が養成機関で修業する場合に、生活費の負担を軽減す

るため、一定期間給付金を支給する事業 

・自立支援教育訓練給付金：対象となる教育訓練講座を受講し、修了した場合に、ひとり親家庭の父又は母に

対して受講料の一部を支給する事業 

⑥大学入学時奨学金 

対象者

でない

知らな

かった

その他（必要

がなかった

等）

① 母子父子寡婦福祉資金 1 2 3 4 5

② 1 2 3 4 5

③ 1 2 3 4 5

④ 1 2 3 4 5

⑤ 高等職業訓練促進給付金・自立支援教育訓練給付金 1 2 3 4 5

⑥ 大学入学時奨学金 1 2 3 4 5

⑦ 学習支援 1 2 3 4 5

⑧ こども食堂 1 2 3 4 5

⑨ 1 2 3 4 5

⑩ 就学援助 1 2 3 4 5

⑪ 福祉事務所 1 3 4 5

⑫ 児童相談所 1 2 3 4 5

⑬ 母子・父子自立支援員 1 2 3 4 5

⑭ 民生（児童）委員 1 3 4 5

⑮ 公共職業安定所 （ハローワーク） 1 3 4 5

母子家庭等就業・自立支援センター事業

こどもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く）

区分

利用して
いる・し

たことが

ある

利用したことがない
今後

利用
したい

ひとり親家庭等医療費助成

ひとり親家庭等日常生活支援事業（家庭生活支援員派遣）
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・大学入学時に必要な資金の準備が困難な世帯等のこどもに必要な資金を無利子で貸付する事業 

⑦学習支援 
 ・県や市町村等がひとり親世帯や生活困窮世帯のこどもを対象に行う無料・低額の学習講習会事業 

⑧こども食堂 

 ・無料または低額で地域のこどもに食事等を提供する場  

⑨こどもの医療費助成（②ひとり親家庭等医療費助成を除く） 
 ・こどもの医療費の自己負担分を市町村が助成する事業 

⑩就学援助 
 ・経済的理由によって，就学困難と認められるこどもの保護者に対して市町村が行う援助 

⑬母子・父子自立支援員 
 ・母子家庭、父子家庭及び寡婦の方の自立に必要な情報提供や相談指導等を行うため福祉事務所に配置 

 

問２４  ひとり親家庭に必要な支援として、充実が必要と考える施策は何ですか。（３項目以内を選択） 

 

  最後に、毎日生活するうえでの悩みや問題点、また県や市町村に望むことがありましたら、自由にご入

力ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 最後までご協力いただきありがとうございました。 
 アンケートにご協力いただいた方の中から、抽選で 400 名様にデジタルギフト 500 円分を進呈
します。 
 当選のお知らせの際に必要となりますので、抽選への参加を希望される場合は、回答者の方の
メールアドレスをお知らせください。 
 
（抽選に当たっての留意事項） 

・ご提供いただくメールアドレスは、当選のお知らせ以外には使用しません。 
・抽選はメールアドレスをご記入いただいた方が対象となります。 
・入力した内容に誤りがありますとデジタルギフトの送付ができませんのでご注意ください。 
 
ご送付先のメールアドレス: 

メールアドレス確認用: 

１． 相談事業の充実 ２． 経済的支援の充実

３． 就業支援の充実 ４． 夜間・休日・病児、病後児保育の充実

５． こどもの放課後対策の充実 ６． こどもの学習・教育支援の充実

７． こどもの居場所の充実・支援 ８． 家事や介護の支援の充実

９． 養育費の確保支援の充実 10． 親子交流（面会交流）の支援

11． ひとり親家庭同士の交流機会の充実 12． 母子父子寡婦福祉団体等の支援

13． 住宅対策の充実 14． その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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（令和７年３月発行） 

青森県 

 

＜この調査に関するお問い合わせ先＞ 

青森県こども家庭部こどもみらい課 

〒030-8570 青森市長島 1-1-1 

電話 017-734-9295  FAX 017-734-8091 

E-mail：kateishien@pref.aomori.lg.jp 

 


